






























































































Ito Hirobumi and Meiji Japan’s Policy toward Korea 
Kubo Nobuko 
 
I examine Meiji Japan’s policy toward Korea, focusing on the political career of Ito Hirobumi 
(1841-1909). Ito had a great influence on the foreign, including Korean, policy of Meiji Japan. 
There are a lot of studies on the political career of Ito. Concerning the Korean policy, quite a 
few of them have paid much attention to his exerting the Japan-Korea Treaty of 1905(the 
Eulsa Treaty) and his policy as the first Japanese Resident-General of Korea. However, any of 
them has not sufficiently revealed the long-term formation and changes of his policy toward 
Korea. In particular, little attention has been given to Ito before 1905. Against this scene, I try 
to reveal the whole picture of formation and changes of Ito’s policy toward Korea. 
  I have a critical view on the aggressive policy toward Korea during the Meiji period, and 
the enforced Annexation of Korea. Ito deeply intervened in the Korean policy from the early 
period of Meiji. For example, he was one of the policy-makers who set up the plan to enter 
into the Japan-Korea Treaty of 1876 (the Treaty of Ganghua Island). And he was the 
ambassador plenipotentiary to conclude the Shimonoseki Treaty (1895), which greatly 
influenced on Korea’s future destiny. 
    
  I have a critical view on the negative side of Japanese modern history, for instance, the lack 
of the East Asian perspective. Meiji Japan gradually turned away from East Asia in the 
process of the Western modernization. Later, Japan had completely lost the East Asian 
perspective until the Pacific War. After the War, Japan reflected on herself. But, frankly 
speaking, it cannot be denied that Japan has not sufficiently reflected upon the lack of the 
East Asian perspective. In order to overcome this situation, I would like to suggest two 
viewpoints: ‘the viewpoint from the future’ and ‘the viewpoint from the East Asian region.’  
 
  In Korea, Ito has been regarded, and criticized, as a ringleader of Annexation of Korea. In 
contrast, in Japan, some scholars argue for Ito: “He did not expect the annexation of Korea.”; 
“He had intended to exert the annexation better than really performed.”; “The Korean  
annexation was hastened by the radical annexationists, since Ito was assassinated.” However, 
   
 
 
such arguments for Ito cannot be accepted. No doubt, it is the fact that Ito was the ringleader 
who had forced Korea to be a protectorate of Japan. And he, as the first Japanese 
Resident-General of Korea, established the system in order to push forward the Annexation of 
Korea.  
  Including those studies on Ito, there has been the difference in historical perceptions 
between Japan and Korea. It is the biggest problem residing in the study on the modern 
history of Japan-Korea relations. It goes without saying that researchers of history should 
provide the actual proofs based upon the historical facts, without depending on their 
government’s official views on the history. And further, it is necessary that we take a cool 
attitude toward the negative sides of the historical facts, which should be criticized and 
reflected. If so, we could overcome the difference in historical perceptions between Japan and 
the other East Asian countries: And we could find the way to an amicable settlement of the 
matter of historical perceptions in near future.  
  Also, Japan should make an effort to enrich the education of history, which is attached 
greater importance to the modern East Asian history. If young students do not know even the 
historical facts, they cannot understand the difference in the historical perceptions. As a 
matter of course, they cannot expect to solve the matter of historical perceptions. Don’t forget 
this: The modern Japanese history is formed not only by herself but also in relation to the 
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問題提起 	 1982 年初秋、筆者は行政主催の青年海外研修プログラムで初めて韓国を訪問した。
釜山では、前々年に全斗煥政権が布いた戒厳令が緩和されて夜間外出が可能となり、まだ遊ぶ
場所も多くない夜の街を交流相手の青年が嬉しげに案内してくれた。ソウル中心部では、学生
デモに遭遇し、機動隊が打った催涙弾を浴びもした。82 年当時は、第 1 次教科書問題により韓
国で反日感情が急激に盛り上がった時期でもあった1。 
	 1980 年代以降、教科書問題、靖国問題といった日韓の「歴史認識」問題は、ことあるごとに
繰り返された。しかし 2000 年代に入ると、2002 年のサッカーワールドカップ日韓共同開催や、
日本で興った韓流ブームなどにより、日韓間の感情は好転したかにみえた。 





	 慰安婦問題については、2015 年 12 月、日韓政府が最終的かつ不可逆的解決を合意した。国







	 2014（平成 26）年 1 月 19 日、伊藤博文を暗殺した安重根の記念館が、暗殺現場である中国ハ
ルピン駅に開館した。当時の韓国の朴槿恵大統領からの安重根の「石碑」建立の要請を中国の
習近平主席が受け、「記念館」に格上げして建設に至ったもので、近年の日韓・日中関係の悪化 
                                                   
1 木村幹は日韓歴史認識問題の展開を分析し、戦後から 1960 年代前半まで（第 1 期）、それ以降から 1980 年
代前半頃まで（第 2 期）、1980 年代後半から現在まで（第 3 期）の時期に区分した。第 1 期は、韓国での日
本の植民地支配に対する賠償、親日派、李承晩ラインなどにかかる問題、日本での戦争責任問題等のいわゆ
る「戦後処理」問題がリアルな問題だった時期。第 2 期、日本では 1951 年のサンフランシスコ講和条約締
結、韓国では 1965 年の日韓基本条約締結とそれによる日韓国交正常化を機に、歴史認識問題の議論は急速
に鎮静化した。しかし第 3 期の 1980 年代以降に登場した、戦争も植民地支配も知らない戦後世代にとって
は、忘却された事実や隠された過去は、再発見或いは暴き糾弾する対象となった、という。世代交代ととも
に、80 年代には国際情勢も大きく変化し、韓国の経済政略や冷戦の終焉により歴史認識問題が発生しやすい
状況になったという。〔木村幹『日韓歴史認識問題とは何か』（ミネルヴァ書房、2014）41-74 頁〕  
2 2017 年 6 月 12 日、毎日新聞（https://mainichi.jp/articles/20170613/k00/00m/030/092000c） 






























                                                   




4 2014 年 1 月 20 日、聯合ニュース。 
5 2014 年 2 月 4 日、日本経済新聞電子版〔http://www.nikkei.com/article/DGXNASFS0402B_U4A200C1PP8000/〕 
































                                                   
6 李鐘珏『이토 히로부미 원흉과 원훈의 두 얼굴（伊藤博文 元凶と元勲の二つの顔）』（東亜日報社、2010）、韓相一    
 『이토 히로부미와 대한제국（伊藤博文と大韓帝国）』（カチクルパン、2015）など。 
7 韓相一、前掲書、410-411 頁。  
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8 春畝公追頌会編『伊藤博文伝』上中下（統正社、1940）  


































	 これに対し、小川原宏幸は『伊藤博文の韓国併合構想と朝鮮社会	 王権論の相克』13で、従 
来の研究が日本による韓国併合過程における伊藤の統治政策と実際に行われた併合後の武断的 
                                                   
11 瀧井一博『伊藤博文  知の政治家』（中公新書、2010） 
12 海野福寿『伊藤博文と韓国併合』（青木書店、2004）  
13 小川原宏幸『伊藤博文の韓国併合構想と朝鮮社会	 王権論の相克』（岩波書店、2010） 
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の視点によることで、歴史をより高い位置から俯瞰できると考える。	 	  
	 近代日本の建設者としての伊藤博文を論じる上で、まず日本の近代とは何だったのかを整理 
                                                   
14 E.H.カー著（清水幾太郎訳）『歴史とは何か』（岩波新書、1962）Ⅴ章-183 頁。 
































くなか、1941（昭和 16）年 12 月 8 日の真珠湾攻撃に始まる太平洋戦争で、日本はついに米英と
戦火を交えることになった。太平洋戦争開戦翌年の 1942（昭和 17）年 7 月、雑誌『文学界』主
催で、京都学派、日本ロマン派ら当代の知識人による座談会「知的協力会議・近代の超克」が










































18 子安宣邦『「近代の超克」とは何か』（青土社、2008）27−39 頁。 
























	 伊藤は、乙未事変のときには 3 度目の総理大臣の職にあった。日露戦争開戦後間もなく決定
された「対韓方針」「対韓施設綱領」には元老として関わる。日露戦争終結後、韓国に第 2 次日
韓協約を結ばせ保護国化を完成させる役割を引き受けた。 
	 第 4 章では、韓国統監府設置後の日本の韓国政策を概観する。初代韓国統監に就任した伊藤
は、韓国政府を韓国施政改善に関する協議会により日本が期待する方向に導こうとした。高宗
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第１章		 朝鮮の開国前後と伊藤博文  
 
伊藤博文は、幕末の 1863（文久 3）年 5 月、長州藩の他の 4 人と共に英国に密航留学し、ロン
ドン大学で学んだ。しかし留学半年後に長州藩の外国船砲撃を知り、攘夷を止めさせるため井
上馨（1836-1915）と共に帰国した。 
下関戦争で攘夷から倒幕に転じた長州藩は薩摩藩と結ぶ。1867（慶応 3）年 10 月には大政奉還
によって政権が幕府から朝廷に移され、同年 12 月に王政復古の大号令が発せられた。 
1868（明治元）年 1 月、伊藤博文は海外経験が買われて新政府に出仕し、外国事務掛となる。
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はしばしば延期されるようになり、徳川家 11 代将軍家斉（在任 1787-1837）の就任祝賀の通信使
（1811<文化 8>年）を最後に途絶える。対馬藩は外交窓口としての存在感を示す機会と共に通信
使受け入れに伴う収入を失い、朝鮮との交易も先細りしていたため、財政が逼迫していた。 
	 1867（慶応 3）年 10 月 14 日、政権が幕府から朝廷に返還された（大政奉還）。それから間もな
い 10 月 25 日、対馬藩の大島友之允（1826-82）は将軍慶喜に、前年朝鮮とフランスとの間で起
こった紛議の調停を上申する20。対馬藩は、大政奉還後も朝鮮との関係で藩の存在感を示そう
としていたのである。  
	 翌 1868（明治元）年 3 月 23 日、対馬藩に、これまでどおり朝鮮との通交に関する事務を対馬
守宗重正（1847-1902）に委ねるという通知と共に、今後朝鮮との国交は朝廷で行う旨朝鮮に通達
せよとの命があった。これに対し 4 月、宗対馬守は、朝鮮との通交刷新の上書を提出する。 









	 〔外務省編『日本外交文書』第 1 巻第 1 冊（日本国際連合協会、1936-63）664 頁〕  
	 	 	 	 	 	  
	 幕府と朝鮮を対等とする「敵礼」の旧弊を廃し、「朝廷御直交」の「御名分御条理」、すな
わち日本が本来あるべきとする天皇とその臣下としての朝鮮の関係をはっきり示すよう進言し
たのである。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
	 12 月には対馬藩の使節が、大政一新を通告する書契（通告文書）案を朝鮮に持参した。しかし
朝鮮側は、もたらされた書契の形式が従来と異なり、「皇」「勅」などの文字が含まれることな
                                                   
19 徳川時代に朝鮮通信使は 12 回来日した。そのうち最初の 3 回は厳密には回答兼刷還使で、日本の国書に対
する回答と文禄・慶長の役での被虜人返還を名目とした。 
20 『日本外交文書』第 1 巻第 1 冊、67−71 頁。朝鮮、フランス間の紛議とは、1866 年 10 月、フランス人宣教
師の処刑を機にフランス軍が朝鮮を攻撃し撃退されたこと（丙寅洋擾）をいう。対馬藩の上申内容は慶喜か
ら朝廷に伝えられたものの、朝廷からは何の沙汰もなかった。  






















	 	 撃其の土大いに神州の威を伸張せんことを願う。	  
〔日本史籍協会編『木戸孝允日記』一（東京大学出版会、1967）159-160 頁〕  
 





	 木戸は、翌 1869（明治 2）年１月 30 日と同年 2 月 2 日の日記にも征韓の念について記し24、2
月 1 日には三条実美（1837-91）と岩倉具視宛に次のような建言書を送っている。  
                                                   
21 『日本外交文書』第 2 巻第 2 冊、238 頁。 





24 『木戸孝允日記』一、184・186 頁。  
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木戸の征韓論には、第 1 には王政復古した日本を朝鮮の上位に置き、第 2 には維新後の国内を
まとめるため目を外に向けさせる意図もあったのである。 





















                                                   
25 『日本外交文書』第 2 巻第１冊、206-208 頁。国内統一のため国外に目を向かせようとするのは、後の西郷
隆盛の征韓論にも通じる。 



































に、まず清国と条約を結ぶという案が実行され、1871（明治 4）年 7 月 29 日、天津で日清修好
条規が締結された。日本側大使は大蔵卿伊達宗城（1818-92）、清国側大使は直隷総督李鴻章だ 
った。最恵国待遇条項がなく領事裁判権を認めあう、対等条約である29。 
                                                   
26 『木戸孝允日記  二』、117-118 頁。 
27 『日本外交文書  第 18 巻』、276-289 頁。 
28	李成一「【韓国併合】と古代日朝関係史」『思想』N0.1029（岩波書店、2010 年 1 月号）138-150 頁。李成一
は、歴史研究における問題点として、戦後日本においても 70 年代まで、古代日本による朝鮮半島南部支配
が歴史研究者から国民の大多数にまで信じられていたことを指摘する。  









































30 岡本隆司『李鴻章—東アジアの近代』（岩波新書、2011）105-113 頁。 
31 『日本外交文書』第 6 巻、282 頁。 
32 田保橋潔『近代日鮮関係の研究  上巻』（宗高書房、1972）319 頁。  
33 『日本外交文書』第 6 巻、290 頁。 

































	 さらに西郷は、三条実美太政大臣に、8 月 3 日には書簡36で、同月 16 日には直接訪れて、「使 
                                                   
34 田保橋前掲書 320 頁。 
35 「板垣退助への書」大川信義編『大西郷全集』第 2 巻（大西郷全集刊行会、1927）737 頁。  
36 「三条実美への書」同上、742-748 頁。 



























	 当時、台湾征討論も同様に起こっていた。1871（明治 4）年 7 月、台湾の原住民が琉球の漂流
民を多数殺害した事件を皮切りに、台湾では日本の漂流民がしばしば害を被っていた。1873（明




治 6>年 7 月 23 日）。帰国後間もない 8 月 3 日、三条実美太政大臣の「台湾朝鮮の云々御下問」
に対し、木戸は「口を極め御直諌申し」42、外征不可を訴えた。さらに「国を治むるに義務あ
                                                   
37 「板垣退助への書」『大西郷全集』第 2 巻、754-755 頁。  
38 『日本外交文書』第 6 巻、316 頁。 




41 『大日本外交文書』第 6 巻、178-179 頁。 
42 「大隈重信に与う書」日本史籍協会編『木戸孝允遺文集』（東京大学出版会、1982）116 頁。  






きこもり、西郷隆盛の遣使が決まった 8 月 17 日の朝議にも顔を出していなかった。 
	 同じく副使の一人だった大久保利通も、5 月に帰国していたが、参議ではなかったため朝議
に出る立場になく、論議を避けるように朝議前日の 16 日に休暇を取って旅行に出掛けている。 







岩倉使節団帰国組の論理	 1871（明治 4）年 11 月に欧米視察に旅立った右大臣岩倉具視特命
全権大使は、1873（明治 6）年 9 月 13 日、伊藤博文、山口尚芳（1839-94）両副使と共に欧米視察
から戻った。使節団の目的は「和親聘問」と「条約改正準備」だった。日米修好通商条約（1858 












	 伊藤は、首都ワシントン DC に向かう直前に提出した使節団大使の任務に関する意見書でも、
「我が帝国をして開明諸国の社中に入らしめ、万国公法を遵奉する者と同等並肩の交際をなさ
                                                   




45 春畝公追頌会編『伊藤博文伝』上（統正社、1940）628 頁。 
46 平塚篤編『伊藤博文秘録』（原書房、1982）333 頁。  






































約調印の全権委任を受ける必要をようやく理解し、第 1 回会議は終わったという48。 
	 談判開始の勅許を仰ぎ全権委任状を受けるため、副使のうち大久保と伊藤が急ぎ帰国した。2
人の報告を受けた外務卿副島種臣と外務大輔寺島宗則（1832-93）は、使節の条約改正交渉をそ
                                                   
47 『伊藤博文伝』上、636-637 頁。 
48 宮永孝「アメリカにおける岩倉使節団」『社会労働研究』第 38 巻第 2 号（法政大学、1992）68 頁。 




やく国書と全権委任状を受け、5 月 14 日、2 人は再び米国に向かった。 
	 一方ワシントン DC では、大使一行が米国国務長官と条約改正に係る交渉を続けていたが、
大久保と伊藤が出発して間もない時期から、木戸は伊藤と森の外国通に任せ天皇の勅旨を守ら
なかったことを悔いていた49。 




















本の不平等条約改正が完成するのは、伊藤の死後、明治も末の 1911（明治 44）年のことである。 
	
	 岩倉使節団一行の帰国により、滞っていた政府内懸案への対処がようやく始まる。9 月 15 日、
岩倉右大臣は三条太政大臣と、留守中に生じた検討事項について協議した。三条は「大久保木
                                                   
49 『木戸孝允日記』二、148-149 頁。『伊藤博文伝』上、658-659 頁。  
50 宮永前掲論文、86-87 頁。 
51 『木戸孝允日記』二、201-202 頁。 

























大蔵少輔渋沢栄一らが留守政府内に軋轢を生み辞職したこと、同年 4 月に旧藩士 250 人を同行
して上京し政府に建言した薩摩の島津久光（1817-87）の処遇について挙げている54。 







	 岩倉使節一行帰国当時の伊藤の考えは、9 月 25 日付けの木戸宛の書簡で窺うことができる。
伊藤はまず「全体之施設方法」、すなわち政規、憲法の制定に関し木戸に大久保との熟議を請う
                                                   
52 毛利敏彦『明治六年政変の研究』（有斐閣、1978）、158-163 頁。 
53 木戸孝允関係文書研究会編『木戸孝允関係文書』4（東京大学出版会、2009）165 頁。 
54 日本史籍協会編『岩倉具視関係文書』五（東京大学出版会、1969）321-322 頁。  
 フランス弁理公使鮫島尚信（1845-80）宛。 
55 「朝鮮国遣使に付閣議分裂の事」多田好問編『岩倉公実記』下巻（皇后宮職、1906）1099 頁。 


































                                                   
56 欧米視察から戻った 7 月、木戸は憲法制定に関し建言書を提出していた。（『木戸孝允文書』八、118−127
頁）  
57 江藤のことか。 
58 木戸孝允関係文書研究会編『木戸孝允関係文書』１（東京大学出版会、2005）247 頁。 
59 『岩倉具視関係文書』五、327-328 頁。『伊藤公全集』一、12-13 頁。 
60 「岩倉具視宛三条実美書翰」『伊藤博文伝』上、744 頁。 
61
『木戸孝允関係文書』1、248 頁。 
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	 10 月 12 日、三条は岩倉に、西郷の朝鮮遣使案は認めるものの海軍軍備が整っていないこと
を理由に延期すべき、とする遣使延期策を示している62。岩倉らの意見に引き寄せられながら
も、西郷との先の約束もあって、三条の立場も辛いものがあった。 
	 同 12 日、大久保利通、翌 13 日には外務卿副島種臣が、それぞれ参議に任じられた。木戸は 
相変わらず病で外出も叶わないため、代わりに工部大輔である伊藤が、岩倉、大久保との協議
に加わる。入閣はしていないものの、この時伊藤は実質的に政府の中核にあった。 










	 しかし一方で大久保は同じ 10 月に、遣使派遣についての「征韓論に関する意見書」64を、お
そらく 14 日の朝議前に三条、岩倉に提出している。ここでは朝鮮遣使をにわかに送るべきでな















                                                   
62 『岩倉公実記』下巻、1104 頁。 
63 日本史籍協会編『大久保利通文書』五（東京大学出版会、1968）51-53 頁。 
64 同上、53-64 頁。 
65 日本史籍協会編『大久保利通日記』二（東京大学出版会、1969）205 頁。 










雑切迫」66したため、これをなだめる天皇の勅諭まで出されたが（10 月 28 日）、結局西郷の部下
である近衛兵ら薩摩出身の多くが辞職し、鹿児島に帰国した。 
















樺太問題と台湾出兵	 明治 6 年政変で征韓より切迫するとされた樺太問題とは、ロシアとの
国境に関する紛議だった。日露間の国境は、1855（安政元）年の日露和親条約で千島列島の択捉
                                                   
66 『大久保利通日記』二、208 頁。 
67 使節派遣前に交わされた「大臣参議及各省卿大輔約定書」第 4 条で、「内地の事務は大使帰国後に改正す
る」とされていた。国立公文書館アジア歴史資料センター、Ref.A04017149000。  


















伊藤に委ねた。千島・樺太交換条約は 1875（明治 8）年 5 月 7 日に締結され、日本は樺太と交換
に得撫島以北の千島列島を得た。 
	 	











保政権は植民兵を含む台湾への出兵計画を 4 月 2 日に決定するが、木戸はこれに反対して一人
征台奏議書に署名しなかった。台湾問題について沈黙していた伊藤も、西郷従道が台湾事務都
督に任ぜられると、同月 5 日、右大臣岩倉宛に「均しく征韓も台湾もその別緩急あるのみ」と
                                                   
69 『大久保利通日記』二、208-214 頁。 
70 『岩倉具視関係文書』五、448・449 頁。	
71 『大久保利通文書』五、343-346 頁。 
72	『木戸孝允文書』八、147 頁。 




















もあって、1874（明治７）年 10 月 31 日、日清間に互換条款が結ばれ、日本の出兵は「日本国属
民」である琉球民に害を加えた台湾生蕃に責を問うた「保民義挙」の行為と認められた。また












                                                   
73	「征討を不可とする意見」『伊藤公全集』第一巻、171-172 頁。	
74	『木戸孝允文書』八、153−154 頁。	
75 『大日本外交文書』第 7 巻、230 頁。この時清国は大久保の弁を受けて、「万国公法なるものは近来西洋各
国において編成せしものにして、殊に我が清国の事は載する事無し。之に因りて論ずるを用いず、正理をも
って熟く商談すべし」と述べるが、大久保は引かなかった。 
76 同上、316-318 頁。 












                                                   
77 「木戸起用に就き大久保参議来訪の記」『伊藤公全集』第一巻、172 頁。 
78 「久坂玄瑞宛」山口県教育会『吉田松陰全集』第 8 巻（大和書房、1972）64 頁。  
	 吉田松陰は伊藤を「中々周旋家になりそうな」と評した。 
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第 2 節	 江華島条約への関与  
	  





















	 1875（明治 8）年 5 月 10 日、軍艦雲揚号は品川沖を出航し、25 日、朝鮮の釜山港に入港した。
この間朝鮮では引き続き森山が国交交渉を続けていたが、書契の「大日本」の呼称や清国年号
の使用について朝鮮側から申し出があり、さらに接見の際の新礼服着用に朝鮮側は難色を示す
など、交渉は遅々として進んでいなかった。森山、広津は 5 月 21 日、連名で「将来見込書」を 
                                                   
79 米国商船シャーマン号を平壌で焼き払ったシャーマン号事件、江華島に上陸したフランス艦隊の撃退（い
ずれも 1866 年、丙寅洋擾）、江華島に上陸した米国艦隊撃退（1871 年、辛未洋擾）。 
80 儒者・義兵将。1873 年、大院君を批判したことにより一時済州島に流配される。1906 年、抗日義兵蜂起し、
捕らえられて対馬に送られ、食を拒んで餓死した。  
81 「高宗実録 1874 年 6 月 25 日記事」『朝鮮王朝実録』、韓国国史編纂委員会。 
82 『日本外交文書』第 8 巻、72-73 頁。  
83 『朝鮮理事誌』、国立公文書館アジア歴史資料センター、Ref.B03030132600。  






























                                                   
84 「将来見込書」『日本外交文書』第 8 巻、83 頁。 
85 『朝鮮理事誌』、国立公文書館アジア歴史資料センター、Ref.B03030132700。 
86 『日本外交文書』第 8 巻、107・114 頁。 
87 「三条実美書簡」『木戸孝允関係文書』4、189 頁。  
88 憲政資料室資料『三条家文書』第 61 冊書類 35−12。 
89 高橋秀直「明治維新期の朝鮮政策—大久保政権を中心に−」、山本四郎編『日本近代国家の形成と展開』（吉
川弘文館、1996）79-81 頁。 
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	 釜山の森山は 9 月 9 日、長崎県令経由で本省から 2 つの通知を受けた。8 月 25 日付の寺島外





た実際の日付は 9 月 3 日だが、その 1 週間以上前に内治優先派の主導で退去が決定され、それ
を広津も了解していたのである。9 月 21 日、ついに森山は釜山を発った。 
 
	 森山が退去する前日の 1875（明治 8）年 9 月 20 日、雲揚艦は朝鮮の江華島近くに投錨してい
た。上陸探索の目的で端艇を江華島に向け進めたところ朝鮮側からの砲撃を受け、日本側端艇
はこれに応戦した。翌 21 日、報復のため「戦争を起こす」つもりで江華湾内に入った雲揚本艦
は、先に発砲して第 3、第 2 砲台を砲撃し戦闘となった。22 日には第１砲台を砲撃して激戦の
末占拠し、大砲等の戦利品を得て砲台を焼き払った。この戦闘で日本側１名、朝鮮側 35 名の死
者を出す。24 日に飲み水を積み込んだ雲揚艦は江華島を離れ、28 日、長崎に戻った。以上の事
件の概略は、雲揚艦艦長海軍少佐井上良馨（1845-1929）の「9 月 29 日報告書」の内容による92。 






月 3 日には再び朝鮮に渡った93。 





                                                   
90 『木戸孝允日記』三、224・228-229 頁。 
91 『朝鮮理事日表（副本）/4』国立公文書館アジア歴史資料センター、Ref.B03030133200。  
	 満珠は、帰国のための軍艦。  
92 鈴木淳「‘雲揚’艦長井上良馨の明治 8 年 9 月 29 日付け江華島事件報告書」『史学雑誌』第 111-12 号（史学
舎、2002）、66 頁。 
93 『日本外交文書』第 8 巻、119-121 頁。 





	 政府は、9 月 28 日に井上海軍少佐の事件第一報を聞き、翌 29 日、朝議を開いて日本人住民
保護の名目で軍艦 1 隻を派遣することを決定した。	  















	 以上の、9 月 28 日から 10 月 3 日までの報告と 10 月 8 日の報告とを比較すると、雲揚艦が江
華湾に侵入した理由が、10 月 3 日から 8 日の間に、万国公法に抵触する可能性がある「測量」
ではなく、認められている「給水」のためと変更されたことが分かる。第 1 報の電信記録も、8
日報告書に合わせ訂正されたものと考えられる。 
	 10 月 9 日には、10 月 8 日付報告書の内容により、川村海軍大輔、井上海軍少佐が直接大臣参
議の前で事件の経緯報告を行い、「一同承知」96した。報告を受けた政府は、あるいは 9 月 29
日付報告書の存在を知らなかったかもしれない。しかし、9 月 28 日の第 1 報で江華湾侵入が測
量目的だったことは既知のことであり、10 月 9 日の『郵便報知新聞』には 9 月 29 日付報告書
にある事件の概要が掲載されていたことから、事件の実際の経緯も概ね把握されていたと思わ
れる97。しかし 9 日の報告では、日本側の正当性を強調した 10 月 8 日付報告書を公式のものと
し、対朝鮮、対諸外国、対日本国内向けにこれを使用して行くことを、一同承知したのである。	  
	 10 月 8 日付報告書は、『日本外交文書』にも掲載されている公式報告書である。鈴木淳は、
これに先立つ 9 月 29 日付報告書が、当時海軍少将で中艦隊司令官であった伊東祐麿（1832-1906）
の旧蔵だったこと、伊東海軍少将が井上艦長の 10 月 8 日付報告書を翌 9 日に川村海軍大輔に提
出していること、また伊東海軍少将が当時唯一の艦隊司令官であり、報告書の改訂や井上への 
                                                   
94 「雲揚艦ヨリ朝鮮事件電信ノ儀上申」国立公文書館アジア歴史資料センター、Ref.A01100106700。  
95 『日本外交文書』第 8 巻、121・126・130 頁。  
96 『木戸孝允日記』三、243 頁。 
97
	 鈴木前掲論文、70 頁。ただし『郵便報知新聞』には、雲揚本艦と第 3 砲台との交戦で、朝鮮側が先に発砲
したことになっている。 

























使節ヘの訓条起草に関する 9 月 11 日付覚書103を、この計画のマスタープランだとする。 
                                                   
98 「同件同艦長井上少佐ヨリ上陳ニ付上申」JACAR(アジア歴史資料センター)、Ref.A01100106800。鈴木前
掲論文、67-69 頁。 
99 「9 月 29 日報告書」と同じく伊東祐麿旧蔵書類。鈴木前掲論文、71 頁。 
100 김흥수（キム·フンス）『한일관계의  근대적  개편  과정（韓日関係の近代的改編過程）』	 	     
 （ソウル大学出版文化院、2009）、393 頁。  
101 『木戸孝允関係文書』4、189 頁。  
102 キム·フンス前掲書、403 頁。  
103 『伊藤博文文書』第一巻、281−290 頁。市川正明編『日韓外交史料』1（原書房、1979）4−8 頁。  
「一に朝鮮に遣すべき使節に付し、二に支那政府に通告する為に北京在留公使に付すべき訓条を何様に起草す
べきの顧問を受けたるに就き」作成されたボアソナードのこの意見は、『伊藤博文文書』では「9 月 11 日」
付となっているが、市川正明は『日韓外交史料』で「9 月 31 日」付としている。その内容や 11 月 1 日に朝
鮮使節、清国への人員派遣が決定し（『大久保利通日記』二、447 頁）、11 月 10 日に清国駐箚公使が任じ
られ、11 月 20 日付で特命全権大臣の朝鮮国派遣趣旨を清国政府に報知すべきとの訓条が出ていること（『日
本外交文書』第 8 巻、139 頁）等から、筆者は 11 月上旬に作成されたものと考える。  









覚書は、江華島事件（9 月 20-22 日）発生後
・
の使節派遣に関するもので、具体的な「雲揚艦の報








	 木戸孝允は 9 月 29 日と翌 30 日、大久保と伊藤に対し江華島事件の善後処理に関する自らの
意見を切々と述べた。29 日には伊藤宛に書簡も出して、木戸が江華島事件に関する派遣使節に










                                                                                                                                                                      
	 当該文書のフランス語原文は残っていないが、当時ボアソナードは明治政府に書き送った意見の日付の月を、
しばしば短縮形で表記（7bre, 8 bre, 9bre,10 breorX bre。それぞれ 7bre=Septembre<9 月>、8bre=Octobre<10 月>、
9bre=Novembre<11 月>、10 breorX bre=Décembre<12 月>。※参照『ボアソナード答問集』<法政大学出版局、1978>）
しており、筆者はフランス語原文から翻訳の際「9bre」すなわち「11 月」を「9 月」と誤訳した可能性が高
いと考える。とすると当該覚書の日付は「11 月 11 日」であり、その他文書や事実関係と整合する。  
104 『木戸孝允日記』三、239-240 頁。『伊藤博文関係文書』四、271 頁。 
105 1870 年春、天津で、キリスト教会の特権に民衆が反発し、フランスの駐天津領事や中国人信者が殺害さ
れた事件。 
106 『木戸孝允関係文書』1、286 頁。 
107 『木戸孝允文書』八、155-159 頁。 
108 『日本外交文書』第 8 巻、125 頁。 









に渡っていた理事官森山茂を 10 月 13 日付指令で急遽帰国させ、草梁館には館長代理として書
記を配属し、従前の事務を執らせるのみとした109。 
	  











は辞表を提出し、10 月 27 日に辞職するに至る。大阪会議後の新体制はわずか半年で崩壊する
ことになったのである。 
	 島津左大臣、板垣参議の辞職問題で政府内も慌ただしかったが、1875（明治 8）年 10 月 27 日、
ようやく江華島事件についての評議がもたれ、「雲揚艦へ暴挙の義、不問に置くや否の御評議有




                                                   
109 『日本外交文書』第 8 巻、132 頁。 
110 『岩倉具視関係文書』六、407 頁。 
111  1875 年 10 月 6 日付「伊藤博文書簡」『木戸孝允関係文書』１、287 頁。 




114 『大久保利通日記』二、445・447 頁。 




じられたのは、この 11 月 1 日のことだろう。江華島事件の善後策については、朝鮮のみならず
清国への対応と併せて考えられたのである。 













文書が 4 件ある。①「朝鮮の事件につき覚書」（11 月 11 日付<11 月 5 日作成>、工部省用紙）120、②
「朝鮮事件につき第二の覚書」（11 月 9 日付、太政官用紙）121、③「覚」（東京に於いて、9 月 11 日
付<11 月 11 日付か>、太政官用紙・工部省用紙の同内容 2 種存在）122、④「朝鮮の事につき第三の覚書」
（11 月 29 日付、太政官用紙）123である。 
	 ①「朝鮮の事件につき覚書」（11 月 11 日付< 11 月 5 日作成）>）は、冒頭に「今朝参議殿  [伊藤] と
示談」124とあり、伊藤の 11 月 6 日付の木戸宛書簡125の内容に照らし、実際には 5 日に書かれ
たものとされる。その内容から、7 日夕方の協議の際に提出されたものと推察される。ボアソ
ナードは、まず日本の政体変更を朝鮮が認めようとしないことに関する国際法の原則を「実に
                                                   
115 『伊藤博文演説集』、383 頁。 
116 「伊藤博文書簡」『木戸孝允関係文書』１、287-288 頁。 
117 『木戸孝允日記』三、257 頁。 
118 『大久保利通日記』二、449 頁。 
119 伊藤博文文書研究会編『伊藤博文文書』（ゆまに書房、2007）は、伊藤博文が残した書類やメモを秘書に
分類させた「秘書類纂」の影印版である。  
120 『伊藤博文文書』第一巻、241-248 頁。市川正明『日韓外交史料』1、および『秘書類纂  朝鮮交渉資料』
上巻、90-94 頁では、当該文書の日付を「11 月 5 日」としている。確かに内容は②「朝鮮事件につき第二の
覚書」（11 月 9 日付）以前のものと思われる。  
121 『伊藤博文文書』第一巻、249-258 頁。 
122 同上、281-290 頁。「9 月 11 日」の日付は誤りで、正しくは「11 月 11 日」か。  
同内容の 2 種類が存在するのは、政府に提出され翻訳されたボアソナードの意見（太政官用紙）を、工部卿
であった伊藤が自ら写したか部下に書き写させたもの（工部省用紙）と考えられる。  
123 同上、265-275 頁。 
124 同上、241 頁。 
125 「伊藤博文書簡」『木戸孝允関係文書』１、288 頁。 


























	 第 1 は、朝鮮に使節を送る際、使節擁護の目的で征討使（兵力）を付けるが、発遣直前に清国
に申告し日清両国の和親を保証する方法。第 2 は、第 1 の方法とほぼ同様だが、朝鮮への使節
派遣を清国に前もって報知する方法である。ボアソナードは第 2 の方法の便益として、「支那
の応答の都合に因り征討使の力を増減し得る事」、「現今若しくは将来のため朝鮮の事につき 
                                                   
126 『伊藤博文文書』第一巻、242 頁。 
127 同上、243 頁。  
128 同上、245 頁。 
129 「伊藤博文書簡」『木戸孝允関係文書』１、287 頁。 
130 『伊藤博文文書』第一巻、249 頁。 
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支那政府の挙動を知るに足るべき所の返答を得べき事」の 2 点を挙げる131。 


























（11 月 29 日付）は、「顕然敵対の所為に出会する場合において、日本使節の進退行為は如何せ
ん乎」137について、質問に答え意見を述べたもの。内容は、『伊藤博文文書 第一巻』に収録さ
                                                   
131 『伊藤博文文書』第一巻、254-255 頁。 
132 同上、281-282 頁。 
133 本論文 43−44 頁参照。	
134 『伊藤博文文書』第一巻、291-294 頁。 
135 吉野誠『明治維新と征韓論』（明石書店、2002）、201 頁。キム・フンス前掲書、400 頁。 
136 『日本外交文書』第 8 巻、139-140 頁。 
137 『伊藤博文文書』第一巻、265 頁。 














	 朝鮮遣使の人選については、自ら希望していた木戸孝允が 11 月 13 日に左足が麻痺して歩行
不能となり、念願だった朝鮮行きが叶わなくなっていた140。代わって、陸軍中将兼参議で開拓
長官の黒田清隆（1840-1900）が、12 月 9 日に特命全権弁理大臣に任じられる。やはり自ら朝鮮
行きを願い出た黒田を、大久保や伊藤が後押ししたのである。ただし黒田は酒癖など日頃の態




	 黒田が弁理大臣に任じられた翌日の 12 月 10 日、大久保は伊藤に、黒田の朝鮮使節拝命に関
する地方官への内諭書草案作成も依頼する142。3 日後の 13 日には、伊藤起案の、黒田使節派遣
の趣旨を周知するとともに使節派遣決定により人民を刺激し騒乱などを生じないよう注意を促
す、地方官への内達が出された143。 








                                                   
138 『伊藤博文文書』第一巻、260-263 頁。  
139 「木戸孝允宛伊藤博文書簡」『木戸孝允関係文書』1、288 頁。  
140 『木戸孝允日記』三、270 頁。 
141 「伊藤博文宛書翰」『大久保利通文書』六、533 頁。 
142 同上、529-530 頁。  
143 「特命全権弁理大臣朝鮮国ヘ発遣ノ趣意ヲ各地方官ニ令ス」国立公文書館アジア歴史資料センター、
Ref.A03023624300。『伊藤博文文書』第一巻、63 頁。 


























	 	 	 一都府と釜山又は他の日本臣民貿易場との間に日本人往来の自由を許し、朝鮮政府相当の扶
助を加うべし。 





	 	 	 以上諸款の内事宜に応じ即今必要ならざる件を省略する事を得べし。 
（『日本外交文書』第 8 巻、145-147 頁）	
 
	 第 1 款冒頭で、朝鮮国と旧交を続き和親を厚くすることを主旨として日本が王政和親を求め 





	 第 3 款では、日本の主意が「和親」にあると述べ、賠償、和親の 2 つの案件のうち「和親」
を主とし、朝鮮が貿易に応じるのであればこれを江華島事件の賠償と見なしてよい、との朝鮮
交渉の大方針を示す。また第 4 款では、和親と賠償を同時に行うが、和親条文が江華島事件の
補償に優先することを念押しする。これらの方針は、ボアソナード文書③「覚」（9 月 11 日付<11
月 11 日付か>）144の、朝鮮遣使は江華島事件の補償および国交を開くことを同時に要求すべしと
した内容を容れながら、ボアソナードが賠償を優先としたのとは逆に、和親を優先させた。 
	 第 5 款では、江華島事件での砲撃命令が朝鮮政府によるものであれ地方官によるものであれ、
朝鮮政府の責任は免れないとする。そして第 6 款で、朝鮮政府追及について使節の「臨機の処 
分」を認める。臨機の処分の内容は、訓条に併せ使節に与えられた内諭に示された。 




	 同じく伊藤が作成した内諭（12 月付）は、朝鮮政府の対応に対する使節の臨機の処分を示す。 
 
一朝鮮人我が要求に応ずるの接待を為す事を除くの外は左の 3 つの所作に出るに過ぎざるべし。 
	 第 1	 使節に対し凌辱を加え、或いは使節を認めずして暴挙を行う。 
	 第 2	 使節を接せず、また暴挙を行わず、書を投ずれども答えず。 
	 	 	 第 3	 新約を求めば支那の命を受けざれば答え難しと云うに托し、又は他の辞柄を設け巧み 
	 	 	 	 	 	 に遷延の計を為す。 
	 	 一右第 1 の所為に出るときは、相当の防禦をなし、一旦対馬まで引揚げ速やかに使船をもって 
	 	 	 実地の情状を奏報し再命を待つべし。第 2 の所為に出る時は、我の隣誼を重んじ和平を主と 
	 	 	 するの好意を認めざるの罪を責め、我が政府別に処分あるべしの旨趣をもって彼に一書を投 
	 	 	 じ、速やかにその旨を奏報し後命を待つべし。第 3 の場合においては、左の旨趣をもって詰 
	 	 	 責すべし。 
	 	 	 一両国の旧交は未だかつて支那の仲介に由らず。 
	  一昨年東莱府使朴より森山に向かって外務卿の書を接すべきの約を為したるは、支那の許可
を経たるか。今年また前約を違えたるも、支那の許可を経たる歟。江華島の事はまた支那
                                                   
144 『伊藤博文文書』第一巻、287-288 頁。 
145 『日本外交文書』第 9 巻、115 頁。 














	 	 	 一釜山の外江華港口貿易の地を定む 
	 	 	 一朝鮮海航行の自由 




使節の体面を全うすべし。                          （『日本外交文書』第 8 巻、147-148 頁） 





国領海の自由航行	 ③江華島事件の謝罪、の 3 点を挙げる。  
	 日本政府が今もってはっきりつかめない朝清関係に関しては、在上海総領事から、「もし日
本より朝鮮に出兵すれば、必ず清国は兵を出して朝鮮を助けるだろう」と清国官吏が漏らした、
との報告（12 月 14 日付）ももたらされていた147。 
                                                   





147 『日本外交文書』第 8 巻、149 頁。 
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日朝修好条規（江華島条約）の締結 	 1876（明治 9）年 1 月 6 日、黒田清隆全権弁理大臣は、海






朝鮮の情報を聞く。大いに不安にかられた黒田大臣は、翌 16 日、2 大隊の出兵を要請すること
にし、打電のため満珠丸を深夜下関に送った。同 16 日付で、井上馨副使も伊藤博文宛に私信を
                                                   
148 『日本外交文書』第 8 巻、153 頁。 
149 同上、158-161 頁。 
150 『日本外交文書』第 9 巻、2 頁。高雄丸艦長は、江華島事件を起こした井上良馨だった。海軍の随行の名
目は弁理大臣警衛のほか、視察、儀仗兵としてであり、警衛の人員は砲兵 1 小隊 81 人、歩兵 1 中隊 167 人。 



























（ マ マ ）
を差し遣わし候に付き書外は同人より承知これあり候極言の中一同別して保護これあ
りたく候也。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （『伊藤博文文書』第一巻、229-233 頁。工部省用紙） 






県は朝鮮征討師団首脳人事案（1 月 16 日付）を三条実美太政大臣に上申し154、朝鮮征討軍首長将
官への委任草案155等、戦時に必要となる書類を作成した。また、朝鮮への派兵規模や期間を 1 
                                                   
151 『伊藤博文関係文書』一、144 頁。 
152 『大久保利通日記』二、467 頁。 
153 『日本外交文書』第 8 巻、145 頁。 
154 『伊藤博文文書』第一巻、145-146 頁。朝鮮征討師団司令長官は空白で、同参謀長を陸軍少将大山巌とし
ていた。 















	 黒田大臣一行は、軍艦 2 隻（日進艦、孟春艦）、運送船 4 隻を率いて北上し、1876（明治 9）年
2 月 10 日、漢江口に上陸し、交渉の場となる江華府に到着した。 
	 翌 11 日に始まった談判で、日本側が今回の使節の目的が国交回復にあることを確認した後、
江華島事件の非を責めると、朝鮮側からは日本の軍艦と認識していなかったとの弁解があった。 











                                                                                                                                                                      
155 『伊藤博文文書』第一巻、125-144 頁。  
156 「朝鮮事件ニ付糧米受渡ノ順序予テ大蔵省ヘ御達ノ儀上申」『公文録・明治 9 年・第 27 巻・明治 9 年・
陸軍省伺』国立公文書館、A01100143200。 
157 安岡昭男『明治前期大陸政策史の研究』（法政大学出版局、1998）82-83 頁。 
158 『日本外交文書』第 9 巻、40 頁。 
159 同上、89 頁。 






准書を受け入れ、1876（明治 9）年 2 月 27 日、日朝修好条規（江華島条約）が締結された160。 
	 その第 1 款で、「朝鮮国は自主の邦にして日本国と平等の権を保有せり」と、まず朝鮮が自
主の邦であること、両国対等の条約であることが強調された。日本は朝清の冊封・朝貢関係を
意識し、日朝関係が近代国際秩序である万国公法による関係であることを強調したのである。 
	 その他の主な内容は、15 カ月以内の公使派遣（第 2 款）、釜山に加え新たに 2 港の開港（第 4・
5 款）、日本の朝鮮近海測量承認（第 7 款）、自由貿易に関すること（第 9 款）、日本の領事裁判
権を認めること（第 10 款）である。また、6 カ月以内に日朝通商章程および修好条規細則を商

















	 同月 24・25 日には、森公使はかねて希望していた直隷総督李鴻章との面談を果たし、朝鮮が
日本の交渉に応じるよう口添えを依頼する。しかし、李鴻章との協議後に清国から寄せられた
                                                   
160 『日本外交文書』第 9 巻、114-119 頁。 
161 『日本外交文書』第 8 巻、124-125 頁。 
162 『日本外交文書』第 9 巻、145-148 頁。 
163 同上、143・150、166-167 頁。 






照会する（2 月 1 日）。 
























                                                   
164 『日本外交文書』第 9 巻、183-185 頁。 
165 「伊藤博文書簡」『木戸孝允関係文書』1、291 頁。  
166 1876 年 2 月 22 日付「伊藤博文書簡」尚友倶楽部山県有朋関係文書編纂委員会『山県有朋関係文書』1（山  
	 川出版社、2005）98 頁。 
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日朝修好条規付録・貿易規則の締結 	 1876（明治 9）年 2 月に締結された日朝修好条規は、い
わば日本におけるペリーの黒船来航による日米和親条約（1854<安政元>年）だった。同年 8 月に
は日朝修好条規付録・貿易規則が締結（布告は 10 月）されるが、これがいわば日本におけるハリ




	 1876（明治 9）年 6 月 7 日、政府は外務大丞宮本小一を理事官として朝鮮への差遣を命じた。
修好条規の批准手続き、および通商開始にかかる条約締結のためである。宮本は、7 月 31 日に






商議に当たることになった。商議の始まった 8 月 5 日午後、宮本は趙寅煕講修官に修好条規付
録と貿易章程の草案を示し、ひととおりその内容を説明した。趙講修官は独断での意見開陳を
避け、政府へ報告後回答する旨述べた。 
	 8 月 7 日、第 2 回商議で朝鮮側の修正対案が示された。特に問題とされたのは、公使の首都 
                                                   
167 高橋前掲論文、86 頁。 
168 岡本隆司『属国と自主のあいだ』（名古屋大学出版会、2004）393 頁（註 42）。  




170 『日本外交文書』第 9 巻、226 頁。 
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	 2 日後の 8 月 9 日、使臣の駐箚、遊歩規定を主な議題として第 3 回商議が行われたが、両者
意見対立のまま進展を見ない。10 日、趙講修官は第 1・2・5 款の朝鮮政府の対案として「公使
官不可留住京城事（公使の首都駐箚不可）」「開港処行進程限、一依草梁館事（開港地の遊歩規定は
草梁館に限る）」「各処行商不可許施事（各開港地での行商不許可）」とする 3 条の覚書を提出し 
たが、宮本は全く日本側の論と容れず承服できないとして返却した172。 


















                                                   
171 『日本外交文書』第 9 巻、238 頁。  
172 田保橋前掲書、600-601 頁。 
173 『日本外交文書』第 9 巻、255 頁。 
174 同上、256-257 頁。 
175 同上、258 頁。 
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	 1876（明治 9）年 8 月 16 日には貿易章程について決着した。管理官の内地通行、遊歩規定で








	 1877（明治 10）年 9 月 10 日、外務大書記官花房義質が代理公使に任命され、日朝修好条規附
録第 3 款に基づく開港業務に携わるため朝鮮に派遣された。花房代理公使は朝鮮の港を調査の
上、12 月以降、朝鮮側と開港地につき協議するとともに、第 1・2 款にかかる公使入京駐留に
ついても話をする。しかし、開港場所は決定に至らず、朝鮮側は特に「公使入京は聘交事件の
みに致し度」と再度公使の駐留を拒否した177。 
	 翌 1878（明治 11）年 9 月下旬、朝鮮が日朝修好条規に反して釜山豆毛鎮に税関を設置し、朝
鮮国内の輸入業者から関税を徴収しはじめた。日本との貿易が盛んになるにしたがい、朝鮮側
もさすがに関税の重要性を認識してのことだった。これを知った日本から、代理公使の花房が
軍艦で釜山に入り税関の撤去を要求し、12 月 4 日には 2 小隊上陸および艦上大砲射的の示威活
動を行う。結局朝鮮政府はこの抗議を受け入れ、豆毛鎮の税関は正式に撤去された。 
	 1879（明治 12）年 3 月、再び朝鮮に派遣された花房代理公使は、翌年 5 月の元山港開港を朝
鮮政府に約束させた。 
	 1880（明治 13）年 3 月には仁川開港交渉等のため花房代理公使の 3 度目の朝鮮差遣が決まっ
たが、4 月になって花房は弁理公使









                                                   
176 『日本外交文書』第 9 巻、99 頁。1876 年 2 月 19 日、日朝修好通商条約案につき内議した際、朝鮮側は「朝
鮮は西洋各国と多くは警敵なり。決して条約を結ぶを為さず。假令い条約を結ぶに至るも必ず先ず日本と謀
り、総て日本の周旋に頼らざるを得ず」と述べている。  
177 『日本外交文書』第 10 巻、264 頁。 
178 『日本外交文書』第 13 巻、418−419 頁。 
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	 公使派遣は、8 月から 9 月にかけての朝鮮修信使の来日もあって先延ばしになっていたが、
















	 翌 1875（明治 8）年 3 月、大久保内務卿は琉球藩の処分を漸次進めることを上申する。まず急
務の件に着手するとして、日本の年号使用や年中儀礼を一般化すること、刑法等の司法制度施
行、内地からの官吏配置などを挙げていた180。 
	 同年 5 月、前年に琉球の貢使が清国に入ったとの知らせがもたらされると、明治政府は琉球 
処分案を定め、琉球から清国への朝貢、琉球が清国から冊封を受けることなどを禁じ、琉球が 
行う外交はすべて日本の外務省で処理することを決定する181。 




	 1876（明治 9）年 1 月、朝鮮への使節派遣を前に清国入りした森有礼公使は、清国に朝鮮との 
                                                   
179 『日本外交文書』第 13 巻、425-428 頁。 
180「琉球藩処分着手ノ儀再上申」、国立公文書館アジア歴史資料センター、Ref.A01100109300。1874（明治 7）
年の台湾出兵後、大久保利通内務卿は自ら全権となって清国と談判し、琉球人は日本人と認めさせていた。 
181 『日本外交文書』第 8 巻、319 頁。 
182 同上、336-338 頁。 
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関係を問うたが詳細を得ず、結局 2 月 12 日の総理衙門からの回答を最後に朝清関係に関する交







	 日朝修好条規が締結され（2 月 27 日）、朝鮮との関係が一区切りついた後の 1876（明治 9）年
5 月、明治政府は琉球藩の裁判、警察事務を内務省の管轄とする。しかし琉球はこれを拒否し、
清国に密書を送って事情を訴えた。 
	 1878（明治 11）年 9 月 3 日、駐日清国公使の何如璋（1838-91）が寺島外務卿を訪れ、近年日本




























                                                   
183 『日本外交文書』第 9 巻、471 頁。 
184 『日本外交文書』第 11 巻、272 頁。 
   
 
 53 















年 3 月、琉球処分官松田道之に警部巡査 160 人、熊本鎮台歩兵大隊を付けて琉球へ送り、琉球
















                                                   
185 『伊藤博文伝』中、126-127 頁。 
186 『日本外交文書』第 12 巻、177 頁。 













  翌 1880（明治 13）年 4 月になって、清国もグラントの勧告を受け入れる。日本は 6 月に宍戸
公使を全権とし、清国は 8 月に欽命総理各国事務王大臣187に全権が委任され、琉球についての




唱える。清国全権は調印を延期し、11 月 17 日になって、琉球一件は南北洋大臣で審議の上改
めて決定する旨を通告してきた。清国の外交事務は総理衙門が所管だが、実際に軍事、経済力
を掌握している南北洋大臣の意向に総理衙門は逆らうことができなかったのである189。 




津条約締結の頃まで琉球問題にこだわりをみせた191。	   
                                                   
187 恭親王以下 10 名。総理衙門首脳部は親王、数名の大臣らで構成され、合議によって事案を決定した。 
188 『日本外交文書』第 13 巻、376-379 頁。 
189 同上、379-380 頁。 
190 『日本外交文書』第 14 巻、283-284 頁。 
191 同上、284-290 頁。  
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第 3 節	 天津条約の締結  
 











る193。同年 10 月には塚本少尉が訓練した洋式軍隊の国王高宗上覧も行われた。 
	 また朝鮮政府は、開化政策の一環として日本に視察団、清国に留学生を派遣した。同年 5 月










	 衛正斥邪派の動きに力を得た大院君は、同年 10 月、自身の庶子李載先（?-1881）を国王に立て
るクーデターを計画したが、密告により計画は失敗に終わる195。 
	 1882（明治 15）年 5 月 22 日、仁川済物浦で朝米修好通商条約が締結された。朝鮮政府は西洋 
                                                   
192 『日本外交文書』第 13 巻、389-394 頁。清国公使館書記官の黄遵憲著。  
193 『日本外交文書』第 14 巻、365-369 頁。  
194 同上、371-369 頁。1881 年 5 月 14 日（新暦 6 月 10 日）「下斥邪綸音于八道四都」『日省録』、ソウル大学
校奎章閣韓国学研究院。  
195 1881 年 9 月 7 日(新暦 10 月 29 日)「持平  宋祥淳陳疏請韓啓源治罪李載先刑鞫賜批」同上。  





























	 日本も一旦帰国した花房義資公使を全権委員として、軍艦 5 隻、陸軍 1 個大隊を付けて朝鮮
に派遣した。居留民保護とともに、軍乱による被害の賠償要求とこの機に通商規定の改訂をも 
                                                   
















応の経緯を在清各国公使館に知らせた文書（9 月 30 日付）でも、「朝鮮は我が大清の属国」とわ
ざわざ記したのである200。 




と間もなく漢城入りする。8 月 26 日には大院君を拉致し、率いてきた軍隊によって朝鮮の旧軍
による事変を鎮圧すると、閔氏政権を復活させた。大院君は清国に連行され、李鴻章の諮問を
受けた後、3 年にわたり軟禁されることになる。 




	 伊藤博文は、同年 3 月から憲法調査のため欧州にあった。外務卿井上馨から 8 月 2 日付で壬






を伊藤は懸念したのである。外務省でも 8 月早々に「今般の朝鮮国変動についてはロシア政府 
                                                   
199 『日本外交文書』第 15 巻、163-165 頁。 
200 同上、168-169 頁。 
201 同上、195-208 頁。 
202 『伊藤博文関係文書』一、172-173 頁。「伊藤参議ヨリ朝鮮事変ニ露清関係ノ事情ヲ維納公使館ニ報知スヘ
キ旨電報」、国立公文書館アジア歴史資料センター、Ref.A03023639500。  

































                                                   
203 「朝鮮事変ニ付熾仁親王随員西徳二郎ヲシテ露国形況ヲ探知セシム」、国立公文書館アジア歴史資料セン
ター、Ref.A03023637300。『伊藤博文関係文書』一、173 頁。  
204 『日本外交文書』第 15 巻、169-173 頁。欧州では 1882 年 5 月にドイツ、オーストリア、イタリアによる
三国同盟が結ばれロシアの勢力は押さえられていた。ボアソナードはさらに 1882（明治 15）年 10 月 29 日
付、「恒守局外中立新論」（『伊藤博文文書』第六巻、257-271 頁）で、日本、清国、ロシアによる朝鮮の局外
中立国化の可能性を論じている。 
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	 	 	 一、日、清、米、英、独の 5 国互いに相会同して朝鮮の事を議し、朝鮮をもって一つの中立
国となし、すなわち白耳義





	 	 	 一、5 国中若しこの約を破る者あれば、他の国々より罪を問うべし。 
	 	 	 一、若し 5 国の外より朝鮮を侵略する事あるときは、5 国は同盟して之を防禦すべし。 
  一、清は朝鮮に対し上国たり、朝鮮は清に対し貢国たりといえども属国の関係ある事なく、
朝鮮は一-独-立-国たる事を妨げざるべし。しかして清国は他の 4 国と共に保-護-国たる






























                                                   
205 朝米修好通商条約（1882<明治 15>年 5 月）を始め列強と結ばれた条約で、朝鮮は自主の国と明文化され
たが、朝鮮国王は清国の意を受けて、各国に朝鮮は清国の属国であるとの文書を送っていた。 








































207 『伊藤博文文書』第二巻、366-367 頁。 






























	 開化派の金玉均（1851-94）も 1882（明治 15）年 2 月から 7 月まで日本に遊学し、その際福沢諭
吉の支援を受けて慶応義塾等で学んだ。同年 10 月、壬午事変の謝罪および済物浦条約（日鮮修 
                                                   
208 「中国朝鮮商民水陸貿易章程」『伊藤博文文書』第二巻、305-315 頁・国立公文書館アジア歴史資料セン
ター、Ref.B03030401300。  
209「小泉信吉宛書翰」慶応義塾編『福沢諭吉全集』第 17 巻（岩波書店、1960）、454 頁。  






























い人材登用、政府機構改編などの政策方針を発表した。しかし 12 月 6 日午後に閔氏政権の要請
で清国袁世凱の軍隊が出動した結果、国王は清国軍の保護するところとなり、竹添公使率いる
                                                   
210 「朝鮮の交際を論ず」『福澤諭吉全集』第 8 巻（岩波書店、1960）、28-29 頁。1880 年 12 月、福沢諭吉は
伊藤博文、大隈重信、井上馨から、国会開設準備の公報のため新聞を出すよう依頼を受ける。しかし翌年の
明治 14 年政変で国会開設が延期され話が立ち消えになったため、福沢は自ら新聞発行することを決意し、
1882 年 3 月 1 日、『時事新報』を創刊した。  





	 翌 7 日朝、日本公使館は暴徒に取り囲まれ危険となったため、竹添公使は公使官員や公使館 
に逃げ込んだ居留民らと共に仁川に逃れ、仁川領事館から本国に事件の顛末を報告した211。 


















令が竹添公使の元に届く前に 12 月 4 日のクーデターが実行され、竹添公使は甲案によりこれに
加わったのだった。 
	 甲申政変が失敗に終わった後の 12 月 10 日、統理衙門は朝鮮政府の事件の処理方針として、
次の７項目を示した。 
	  
	 	 ①日本国公使の公使館守備兵出兵は、事前の統理衙門への照会を怠った。 
	 	 ②国王の保護要請は奸臣が勝手に行ったもので、国璽がなく無効。 
                                                   
211 『日本外交文書』第 17 巻、321-328 頁。 
212 『伊藤博文文書』第三巻、37-46 頁。 
213 同上、29-36 頁。 
214 同上、95 頁。 
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	 	 ③日本国公使は兵力で国王を監視、外部との連絡を遮断し、奸臣の凶行を助けた。 
④朝鮮の軍民が日本公使館を襲撃し居留民に害を加えたのは、日本公使が凶党を助けたことへ
の憤激の結果で、朝鮮政府に責任はない。 
	 	 ⑤日本公使館の焼失は自焼であり放火ではない。 
	 	 ⑥漢城城門の閉鎖は凶党の逃亡防止を目的とし公使の退去を妨害したものではない。 
















	 井上馨外務卿の帰京を待って 12 月 19 日に閣議が持たれ、特派大使として井上外務卿の派遣
が決まる。使節人選に関して、黒田清隆内閣顧問は、外務卿自ら出掛けるほどの内容にあらず
として黒田自身が使節を希望する意見書を提出したが、伊藤は事件を重大とみて、三条実美太
政大臣に井上外務卿派遣の天皇裁可を得るよう働きかけた216。12 月 21 日、井上外務卿は全権
大臣の勅命を受け、甲申政変にかかる朝鮮政府および清国使節との善後処理交渉を委任された。 
	 この間、竹添公使は政変について数回にわたり外務省に報告している。最初の報告（12 月 6
日付）によれば、王宮への公使館守備隊派兵は国王高宗からの「来衛の命」によるもので、国  
王は駆けつけた竹添公使を迎え、その手を握って満足を述べた、とする217。 
                                                   
215 『日本外交文書』第 17 巻、328-329 頁。 
216 『伊藤博文関係文書』第四巻、386 頁。 
217 『日本外交文書』第 17 巻、324-326 頁。 































                                                   
218 『日本外交文書』第 17 巻、343-344 頁。外務卿代理だった外務大輔吉田清成の文書による。 
219 『伊藤博文文書』第三巻、313-319 頁。 
220 同上、113-129 頁。 
221 『伊藤博文関係文書』一、350-352 頁。 
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	 1885（明治 18）年 1 月 3 日に漢城に入った井上全権大使は、6 日に国王に謁見し、7 日から朝


















	 条約締結後、井上全権大使は早々に漢城を去り（1 月 11 日）、19 日に帰朝した。 
 
	 同年 3 月 16 日、福沢諭吉が主宰する『時事新報』に、社説「脱亜論」が掲載された225。 
 







                                                   
222 『日本外交文書』第 18 巻、341 頁。  
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226 甲申政変（12 月 4 日）後、慶應義塾出身の政治家、ジャーナリストら 6 名（藤田茂吉、箕浦勝人、犬養毅、
尾崎行雄、森田文蔵、枝元長辰、矢埜貞雄）は、連名で「朝鮮政略に関する意見の私書」（1884<明治 17>年





227 『伊藤博文関係文書』一、349 頁。 
228 憲政資料室資料『伊藤博文関係文書』（その１）書類の部 358「竹添之行為云々」。 
229 『伊藤博文伝』中、399 頁。	  
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230 憲政資料室資料『伊藤博文関係文書』（その 1）書類の部 358「竹添之行為云々」。 
231 『日本外交文書』第 18 巻、192-193 頁。 

















	 2 月 25 日、井上外務卿は伊藤全権大使に訓令および委任状を交付した。事前の申し合わせど












                                                   
232 『伊藤博文文書』第四巻、26-33、513-516 頁。 
233 井上馨公伝記編纂委員会編『世外井上公伝』第三巻（内外書籍、1933）531-532 頁。  
234 「[井上馨関係文書]所収伊藤博文書翰翻刻—明治 15 年 3 月から明治 26 年 4 月まで—」『参考書誌研究・第
56 号』（国立国会図書館、2002）、10 頁。『世外井上公伝』第三巻、532 頁。  
	 パークスは病を押して清国との調整を図り、翌 3 月末に死亡した。  





李鴻章との交渉 	 伊藤博文全権大使一行は、1885（明治 18）年 2 月 28 日東京を出発、3 月 7 日




























                                                   
235 『日本外交文書』第 18 巻、204-205 頁。 
236 『伊藤博文文書』第四巻、39-49 頁。 
237 『日本外交文書』第 18 巻、211-212 頁。 










＜第 2 回談判＞（4 月 5 日、天津日本国領事館）	  
	 前回に続き問題となったのは、竹添公使の王宮入りに関してである。伊藤の、朝鮮国王の親 
書による依頼があって王宮に派兵したとの主張に対し、李は、親書は乱党金玉均らが書いた偽






















                                                   




240 「伊藤大使李鴻章天津談判の件（2）」同上、237-246 頁。 
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2 点だったという。伊藤は、③居留民暴行の「補償」を加えた 3 点であると主張し、その日の
談判は終わった241。 
 























教官を送ることを断念し、条約調印から 4 カ月以内に撤兵することを合意した245。 
	 第 4 回会議の協議事項を双方の合意事項である撤兵問題に限ったことで、談判決裂は取りあ 
                                                   
241 「伊藤大使李鴻章天津談判の件（3）」『日本外交文書』第 18 巻、247-258 頁。 
242 「榎本公使李鴻章天津談話の件」同上、259-262 頁。 
243 「清国は撤兵を承諾すべし併し処罰と賠償は更に決着を促すべき旨通知の件」同上、262 頁。 
244 「処罰及賠償問題の為め談判破裂に至らざる様勉められたき件」同上、262-263 頁。 
245 「伊藤大使李鴻章天津談判の件（4）」同上、263-275 頁。 


































決した。こうして 6 回にわたる長い談判もようやく終了した247。 
                                                   
246 「伊藤大使李鴻章天津談判の件（5）」『日本外交文書』第 18 巻、276-289 頁。  
247 「伊藤大使李鴻章天津談判の件（6）」『日本外交文書』同上、290-305 頁。 
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第１条	 両国軍が撤兵し、撤兵期限は条約締結後 4 カ月以内とすること。撤兵場所を清国兵は	  
	 	 	 	 馬山、日本兵は仁川とすること 
第２条	 両国とも、朝鮮国王が治安を守るため兵を育て、外国人の武官を雇用することを認め 
	 	 	 	 る。日中両国とも、朝鮮に人を送り教練することはしないこと 
第３条	 将来朝鮮で変乱や重大事件があり、日中両国あるいはいずれか一国が派兵する時は、 
	 	 	 	 前もって互いに通知すること。事態が収まった時はすぐに撤兵し駐留しないこと 















	 伊藤は 4 月 28 日に帰朝し復命した。5 月、両国で天津条約の批准が済み、日本公使館守備隊




清による東アジア 3 国同盟論や日清露 3 カ国による朝鮮局外中立化論、井上毅の日清米英独 5
カ国による朝鮮の保護中立国化論があったことは先に述べたとおりである。 
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	 甲申政変後にも、朝鮮の共同保護構想が生じた。天津条約が締結された直後の 1885（明治 18）































                                                   
248 『日本外交文書』第 18 巻、317 頁。 
249 『日本外交文書』明治年間追補第 1 冊、380-383 頁。 



















（1885<明治 18 >年）を結び、朝鮮への出兵に関し清国と同等の権利を得るに至った。 
	   
                                                   
250 『日本外交文書』明治年間追補第 1 冊、383 頁。 
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第 2 章	 伊藤内閣の朝鮮政策  
 
1885（明治 18）年 12 月、内閣制度が創設され、伊藤は初代内閣総理大臣に就任した。憲法発布
に向けて、翌 1886（明治 19）年には各省官制を制定し（2 月）、将来の官僚を育成するための帝
国大学を創設する（3 月）。 
1888（明治 21）年、総理大臣を辞任し、創設された枢密院251議長に就任すると、伊藤は井上毅
らと共にまとめた憲法草案を自ら枢密院議長として審議する。翌 1889（明治 22）年 2 月、大日
本帝国憲法が発布された。1890（明治 23）年、伊藤は貴族院議員に選出され、第 1 回帝国議会
初代貴族院議長に就任する。それまで調査研究してきた近代制度を、初代内閣総理大臣になっ
て以降、伊藤は次々と実現させていったのである。  







土の割譲は露独仏列強 3 国の干渉を呼び、西洋近代勢力の清国への進出を促すことになった。 
 
第 1節	 清国との相克  
	  









                                                   
251 枢密院は天皇の諮問機関であり、国務の諮詢を行う機関でもあった。 









ら撤退するのは 1887（明治 20）年のことだった。 



















民の愛国心を喚起した例を披瀝し、250 万円の皇室費から海防費として 30 万円支出する申し出
を引き出した。内閣総理大臣になる直前まで宮内卿を務め、明治天皇の信頼も厚かった伊藤の
なせる術である。1887（明治 20）年 3 月、天皇の海防費 30 万円下賜の勅諭が出て地方長官らに 
                                                   
252 「長崎事件局ヲ結フ」『公文類聚』第 11 編・明治 20 年・第 48 巻、国立公文書館デジタルアーカイブ。  
253 『伊藤博文伝』中、511-512 頁。「対州并下関及東京湾砲台建築費ヲ海防費献金及所得税等ヨリ支出ス」『公
文類聚』第 11 編・明治 20 年・第 23 巻、国立公文書館デジタルアーカイブ。  
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伝えられると、全国の有志から次々と海防費献納の申し出があり、同年 9 月末までに 200 万円
を超える献金が集まった254。 
	 同年 11 月、伊藤は大山巌陸軍大臣、海軍参謀次長らと共に、軍艦 5 隻を従え、今度は沖縄、
鹿児島、長崎、広島の巡視に出掛け、沿岸防備の状況を観察研究した。 
	 伊藤は翌 1888（明治 21）年 4 月に内閣総理大臣を辞任し、創設された枢密院の議長となる。
同年 8 月には、伊藤は西郷従道海軍大臣らと、やはり軍艦 5 艦を従え、朝鮮の釜山、元山およ
びロシアのウラジオストクを視察した。 
	 朝鮮では、1885 年 6 月に第 1 次朝露秘密協定が破棄された後も、高宗はなおも清国との冊封・






















                                                   
254「海防費補助トシテ宮禁儲余三十万円支出ノ詔」『勅語類・明治詔勅』自明治元年至同 29 年 12 月、国立
公文書館デジタルアーカイブ。『伊藤博文伝』中、512-516 頁。  



























により、朝鮮の農村はしばしば食料危機に陥っていた。1889（明治 22）年 10 月、咸鏡道観察使
                                                   
255 大山梓編『山県有朋意見書』（原書房、1966）、174-185 頁。日付は 1888（明治 21）年 1 月だが、1890
（明治 23）年 3 月に「外交政略論」と同時に提出され、山県内閣の閣僚に回覧された。  
256 同上、196-201 頁。 
257 1890（明治 23）年 7 月、憲法に定められた衆議院総選挙が初めて行なわれ、同年 11 月、第１回帝国議会
が開催された。自由民権運動を推進してきた立憲自由党、立憲改進党などのいわば反政府系政党が議席の多
くを占めた。 
258 1890 年 12 月 6 日「総理大臣ノ演説」『衆議院第 1 回通常会議事速記録第 4 号』、国立国会図書館帝国議会
会議録検索システム。第 1 回帝国議会では、利益線について「主権線の安危に密着の関係ある区域」と説明
する。  
259 明治財政史編纂会編『明治財政史』第三巻（丸善、1904）、454-507 頁。1890（明治 23）年度の軍事費は  
 2583 万円（国家予算に占める割合 31.5％）で、1891（明治 24）年度は 2381 万 7000 円（同 28.5％）。明治 10 
 年代前半に国家予算の 20％程度だった軍事費は、明治 10 年代後半には 25％前後、明治 20 年代に入ってから  
 は 30％前後を占めた。日清戦争期の 1894・95（明治 27・28）年度には国家予算の 70％近くを占めることに  
 なる。 





度である。ただし通商規則の第 37 款では防穀令施行の 1 カ月前までに日本側に通告すること
になっており、今回その手続きを踏まずに実施されたことに対する抗議だった260。  
	 抗議を受けて翌 1890（明治 23）年に防穀令は撤回されたが、その間の日本人穀物商らの損害
は大きかった。1891（明治 24）年 11 月に事件に関する交渉が始まり、日本側の 14 万 7 千円の
損害賠償請求に対し朝鮮側は 6 万円という大幅な減額要求を行い、双方譲らなかったため、交
渉は長期に渡ることになった。被害者である穀物商らは、外務省に向け陳情活動を活発化させ





議長（在任 1890.10−91.7）を経て、1892（明治 25）年 8 月、再び内閣総理大臣に就任していた。議
会の了解なしに政策を進めることは困難とみた伊藤は、陸奥外務大臣と協議の上、1892（明治
25）年 12 月 16 日、急遽自由党議員の大石正巳（1855-1935）を朝鮮駐箚弁理公使に任じ朝鮮に送
り込んだ。 







なく、事態は収拾できない状態に陥った。4 月 4 日、大石公使は日本政府宛に状況を報告する
とともに、朝鮮政府に最後通牒を送り、先方が承知しなければ武力行使も辞すべきでないとの
意見を打電する。これを受けた睦奥外務大臣は、即日、大石公使宛に次の指示までいかなる行 
                                                   
260 「朝鮮国に於て日本国人民貿易規則及税目設立の顛末外務卿復命の件」国立公文書館アジア歴史資料セン
ター、Ref.A03023613900。  
261 「井上角五郎君の質問に対する陸奥外務大臣の答弁」『第 4 回帝国議会衆議院議事速記録第 8 号』、国立国
会図書館帝国議会会議録検索システム。 
262 枢密院議長を辞任後の 1898 年 11 月、伊藤は黒田清隆と共に元勲待遇（後に元老）となる。  












に提出する（4 月 29 日）。これを受けて日本政府は、5 月 2 日、最後通牒申し入れを朝鮮政府が
拒否した場合公使は任地を去ることを閣議決定する。ただし「反報手段は将来の事情を詳らか
にしたる後、さらに閣議を尽くすべき事」265と、武力行使は否定した。5 月 4 日、日本政府の
申し入れは 2 週間の期限を付けて朝鮮政府に送られた。 
	 朝鮮政府の説得を依頼する伊藤の手紙が李鴻章の元に届けられたのも、同じ 5月 4日だった。






	 日本政府は、1893（明治 26）年 5 月 11 日、「大石公使が 2 週間の期限で朝鮮政府に最後通牒






                                                   
263 「朝鮮国咸鏡道ニ於テ施行サレタル防穀令ノ為メニ我商梶山新介外四十名並大塚栄四郎等ノ蒙リタル損害
要償談判一件」国立公文書館アジア歴史資料センター、Ref.B11091009600。 
264 李鴻章の義子。1892 年 10 月まで駐日公使を務め、日清合同での朝鮮管理を唱えていた。 
265 『日本外交文書』第 26 巻、341 頁。 
266 同上、342-344 頁。 
267 同上、375-378 頁。 











により朝鮮との交渉は一気に解決に向かう。5 月 19 日、朝鮮政府は賠償金額を 11 万円まで引
き上げることに合意し、その償還方法も決定して、防穀令事件はようやく決着したのである。 















第 1 次甲午農民戦争と朝鮮出兵	 1894（明治 27）年 2 月、朝鮮全羅道古阜郡で、郡守の横領
事件をきっかけに東学の異端派である全琫準（1854-95）を指導者とした農民の反乱が起こった。
古阜民乱である。 
	 東学は、1860 年、崔済愚（1824-64）により西学（キリスト教）に対抗して儒教、仏教、道教に 
民間信仰を混合して創建された新興宗教である。政府の弾圧を受けながらも、第 2 代教祖崔時 
                                                   
268 「防穀令事件派艦ノ件ニ付清国駐在大鳥公使ヘ訓令案ノ件」国立公文書館アジア歴史資料センター、
Ref.A03023061200。 







	 農民軍鎮圧に苦心していた朝鮮政府は、1894（明治 27）年 5 月半ば以降清国への派兵要請を
検討していたが、政府内には反対も多く決断をためらっていた。しかし農民軍の手にその本拠
地である全州が落ちると、6 月 2 日に清国事務官の袁世凱に閔泳駿（1852-1935）から口頭で鎮圧
要請がされ、6 月 3 日、文書によって正式に清国に派兵が要請された。袁世凱から連絡を受け
た李鴻章は直ちに巡洋艦隊を派遣し（5 日仁川到着）、陸軍部隊も上陸させる（8 日以降牙山上陸）。
しかし 6月 10日には農民軍と朝鮮政府の間に早くも和約が結ばれ、事態は鎮静化したのだった。 
	 ところが、天津条約（1885<明治 18 >年）の、朝鮮派兵の際の日清相互通知を約した条項を根拠
に、日本も朝鮮へ混成一個旅団を派遣し、6 月 10 日に漢城に入城したのである。 









が、6 月 1 日、朝鮮政府から清国への
出兵要請を察知して日本政府に打電する。翌 6 月 2 日、衆議院解散を奏請するための臨時閣議
を開いていた伊藤総理は、杉村からの電報を受けて直ちに朝鮮への派兵を閣議に掛け了承され
る。同日、衆議院解散および朝鮮への派兵が天皇に裁可され決定したのである271。 
	 6 月 4 日、休暇帰国中だった大鳥公使に対し措置訓令が与えられ、①朝鮮国内の変乱により
公使館および居留民に危険を及ぼすとき、または②清国から朝鮮への派兵が確実になったとき
は日本から直ちに派兵する、とされた。①は済物浦条約第 5 款による公使館および居留民保護
を理由とし、②は天津条約第 3 条により朝鮮出兵の日清相互通告を理由とする272。 
	 日本政府は、6 月 5 日、初めての戦時大本営を参謀本部内に設置した。朝鮮における事変発 
                                                   
269 「伊藤博文宛睦奥宗光書簡」『伊藤博文関係文書』七、292 頁。 
270 「伊藤博文宛井上毅書簡」『伊藤博文関係文書』一、462 頁。 
271 『伊藤博文伝』下、54-55 頁。 
272 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、160-162 頁。 





























                                                   
273 「明治 27 8 9 年  上裁及御聞置摘要  大本営副官部  庶」国立公文書館アジア歴史資料センタ 、ー
Ref.C06061820600。 
274 睦奥宗光『蹇蹇録』（岩波書店、1938）、28 頁。  
275 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、167-169 頁。 
276 同上、170-171 頁。 
277 同上、183 頁。 
278 「自明治 27 年 6 月～至明治 27 年 12 月  日記（1）」国立公文書館アジア歴史資料センタ 、ーRef.C08040626900。  
279 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、193 頁。 



























                                                   
280 睦奥宗光『蹇蹇録』、32-33 頁。 
281 同上、33 頁。 
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	 第 2	 乱民平定の上は、朝鮮国内政を改良せしむる為、日清政府より常設委員若干名を朝鮮に
置き、先ず大略左の事項を目的としてその取り調べに従事せしむる事 
	 一	 財政を調査する事 
	 一	 中央政府および地方官吏を淘汰する事 
	 一	 必要なる警備兵を設置せしめ、国内の安寧を保持せしむる事 
	 一	 歳入より歳出を省略せしめ、剰余をもって利子と為し、出来得る丈国債を募集せし	 	  
	 	 	 め、その金額をもって国益上の利便を与うるに足るものの為に支用せしむる事 
（『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、206 頁） 
	  
	 第 1 条は、今回の出兵の名目である事変の鎮圧を清国と協力して行うことを述べる。 
	 第 2 条は、前文でいずれ東洋大局の擾乱を引き起こしかねないと述べる朝鮮政府の現状を改
良するため、日清政府から委員を出して内政改革を行う、とする条項である。 
                                                   
282 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、193 頁。 
283 『伊藤博文伝』下、57 頁、田保橋潔『近代日鮮関係の研究』下巻、343 頁、藤村道生『日清戦争−東アジ  
	 ア近代史の転換点−』（岩波新書、1973）63 頁では 14 日開催としているが、13 日開催が正しい。 
284 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、206 頁。 
































その商議の結果如何を問わず左の 2 件を決行する事必要と信ずるをもって、これまた予め廟議 
                                                   
285 開化派の閔氏政権での軍制改革（1880<明治 13>年）、甲申政変（1884<明治 17>年）など。  
286 高橋秀直『日清戦争へ道』（東京創元社、1995）252-257 頁。1894（明治 27）年に入ると伊藤は朝鮮内政
改革のための日清合同干渉を構想していたが、実行に移す前に甲午農民戦争が勃発した。  
287 睦奥宗光『蹇蹇録』、35-36 頁。 
288 同上、40 頁。 




	 一	 清国政府と商議を開きたる後は、その結局をみるまでは目下韓地に派遣の兵を撤回せざ 
	 	 	 る事 
	 	 	 一	 若し清国政府において我が意見に賛同せざる時は、帝国政府の独力をもって朝鮮政府を	  


























                                                   
289 高橋前掲書、346-347 頁。 
290 同上、347-348 頁。 
291「伊藤博文宛睦奥宗光書簡」『伊藤博文関係文書』七、293 頁。戦時体制となった 6 月初め以来、清国公使
館と本国（主に天津の李鴻章）との往来電報を日本は傍受し、暗号電文も解読されて日本政府にもたらされ
ていた。  





























のだった。昨日外務大臣が来て、前議を翻そうとした。）」（『李鴻章全集  二』、705 頁）との内容から、
汪公使も撤兵が日本国内の衆意に反するとみるほど、日本国内の強硬論が高まっていた点を指
                                                   
292 睦奥宗光『蹇蹇録』、57 頁。 
293 同上、37 頁。 
294 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、206-207 頁。 
295 『伊藤博文伝』下、57-60 頁。 
296 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、212 頁。 




























すべきことなかるべし                   （『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、234-235 頁） 
	 	  
	 同 22 日、陸奥は、日本兵は将来朝鮮の治安を維持し善政を保障する方法として撤兵しないの 
                                                   
297 高橋前掲書、353-355 頁。 
298 睦奥宗光『蹇蹇録』、32 頁。 
299 藤村道生『日清戦争』、62 頁。 
300「伊藤博文宛睦奥宗光書簡」『伊藤博文関係文書』七、294 頁。 
301 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、229 頁。 










	 日本政府は 6月 20日頃から、日清合同による朝鮮内政改革案が不調に終わることを想定して、
日本単独での朝鮮内政改革案を作成し始めていた。6 月末にはロシア、英国の干渉も始まり、
あせりも生じていた。 




















                                                   
302 睦奥宗光『蹇蹇録』、42 頁。 
303 同上、40 頁。 
304 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、215-217 頁。 
305 『日本外交文書』第 27 巻第 1 冊、568 頁。 
306 『伊藤博文伝』下、64 頁。 














	 	 一	 宮司の職守を明らかにし、地方官吏の情弊を矯正する事 
	 	 一	 外国交渉の事宜を重んじ職守その人を選ぶ事 
	 	 一	 裁判を公正にする事 
	 	 一	 会計出納を厳正にする事 
	 	 一	 兵制を改良しおよび警察の制を設ける事 
	 	 一	 幣制を改定する事 












は大鳥は、6 月 26 日に朝鮮国王に内政改革については韓国皇帝に上奏済みで、さらに 28 日に
は朝鮮政府宛に属邦如何に関し公文を送付しており、それが李鴻章に既に報告されていたのだ。 





                                                   
307 『日本外交文書』第 27 巻第 1 冊、573-577 頁。 
308 『伊藤博文文書』第七巻、355 頁。 





	 ところが、6 月 30 日になって駐日ロシア公使ヒロトヴォからの撤兵要求（日本は拒否）、駐清
英国公使の調停も入って、日本の行動は押さえられる。陸奥大臣は同日、大鳥公使宛に強硬手
段をとる前に訓令を待てと打電するが、大鳥は同日、朝鮮政府から属邦ではなく日朝修好条規 
第 1 条を確証する旨通知があったこと、既に強硬手段をとりつつあることを報告した310 




















	 陸奥の指示を受けた大鳥公使は、同 19 日、朝鮮政府に、日本兵の兵営設置を要求し、属邦保 
護を理由とする清国兵の駐屯は朝鮮の独立を侵害するため駆逐すべきことを、3 日の期限を付 
                                                   
309 『伊藤博文関係文書』七、294 頁。 
310 『日本外交文書』第 27 巻第 1 冊、583-584 頁。 
311 同上、586-591 頁。 
312 同上、605-610 頁。 
313 同上、612 頁。 




鳥公使は、7 月 23 日、ついに朝鮮王宮を武力占領するという実力行使に出たのである。 












りが付かない状況の下、6 月 15 日の閣議決定で、目的が「日清合同による農民兵鎮圧および朝
鮮内政改革」（伊藤総理原案）に転換され、派兵は継続された。予想されたことながら清国はこ














                                                   
314 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、161 頁。 
315 睦奥宗光『蹇蹇録』、35-36 頁。 








	 1880 年代、日本は清国を含む対外衝突を念頭に軍備を増強していた。当時日本国内では、議 
会で伊藤内閣の朝鮮、清国に対する姿勢を弱腰外交として強硬な態度を求められ、世論にも清
国との開戦を求める声が高まっていたことが、日本が清国との戦争に向かうのを後押しした。	  
	 それでも 6 月末から 7 月半ばにかけて、ロシアや英国など列強の干渉のため、即座に開戦に 
は到らなかった。7 月 9 日、駐清国臨時代理公使の小村寿太郎（1855-1911）は清国の慶親王らと 
面談した結果、駐清英国公使の調停申し出を清国側が意に介さず、ひたすら両軍撤兵を主張し 
ていることを陸奥外務大臣に報告する。陸奥は小村宛の 7 月 14 日の電報で、合同での朝鮮内政
改革や英国の調停に応じようとしない清国を断然非難し、「今後因りてもって不測の変を生ず
ることあるも、我が政府はその責に任せず」とする「第 2 次絶交書」316を清国政府に送らせた
317。7 月 16 日には、長年の懸案だった不平等条約改正の一歩となる日英通商航海条約が調印さ
れ、日本に開戦を躊躇させていた一つの要因がなくなっていた。 





	 同 19 日、日本は、清国が覚書の内容を、②改革については今まで日本が単独で行った改革を
認め、④朝鮮における権利に「政事（治）上」の文字を入れる、の 2 点を修正して 5 日以内に
提出することを求め、提出がなければ日本は覚書を受け入れず、かつ清国が増兵するなら威嚇
の処置とみなし対処する、と返事した318。 




                                                   
316 睦奥宗光『蹇蹇録』、68 頁。 
317 「 7 明治 27 年 7 月 28 日から明治 27 年 8 月 1 日」国立公文書館アジア歴史資料センター、B03030206700。   
318 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、260-262 頁。 







かし少なくとも清国の李鴻章は、まだ日清の戦闘回避に向けて努力していた。7 月 22 日に日本
の在天津領事を李鴻章の秘書が訪れ、李が秘書を東京に送り伊藤総理と朝鮮問題に関し会談さ 
せるので、それまで日本軍の攻撃はしないでほしい、との申し出があったのである320。 

















事態は既に動き始めていた。7 月 23 日、既に朝鮮で、清国勢力排除を目的に日本軍が王宮を占
拠するという軍事行動が行なわれていた。そして 2 日後の 25 日には、朝鮮半島西岸の豊島沖で
日本軍が清国艦隊を攻撃して、清国との戦闘が始まったのである。 
	 8 月 1 日には日中両方で宣戦が布告され、ついに日清戦争が始まった。宣戦の詔勅では、こ
れまでの朝鮮をめぐる日本と清国との相克を述べつつ、清国との戦争の理由を「朝鮮の独立」、
そして「東洋の平和」維持のためと謳う。8 月 5 日、大本営は皇居に移され、第 1 軍の朝鮮派 
                                                   
319 「伊藤博文宛睦奥宗光書簡」『伊藤博文関係文書』七、299 頁。 
320 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、263 頁。 
321 「伊藤博文宛睦奥宗光書簡」『伊藤博文関係文書』七、295-296 頁。 
322 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、263-264 頁。 
323 「伊藤博文宛睦奥宗光書簡」『伊藤博文関係文書』七、297 頁。  
























	 朝鮮では 7 月 30 日、大鳥圭介公使が、早くも朝鮮政府に事変後の将来の日朝両国関係に関す
る仮条約案を示していた。その内容は、①日本政府からの内政改革の実行保証	 ②日本による
鉄道敷設	 ③既設電信の維持	 ④日本政府からの政治顧問招聘	 ⑤同様に軍事教師の招聘	 ⑥
全羅道における 1 港追加開港	 ⑦7 月 23 日の王宮付近における両国兵衝突の罪は双方不問とす
る	 ⑧朝鮮国の独立保護に関しては両国委員により商議決定する、等である327。 
	 この仮条約（暫定合同条款）は、8 月 20 日に締結されるが、その際、④⑤の顧問等の招聘は、
清国と同様の密約があったため朝鮮側が条約への記載を拒んで削除された。また、⑧は、日本 
                                                   
324 『山県有朋関係文書』1、121 頁。『伊藤博文伝』下、80-81 頁。  
325 『伊藤博文伝』下、82-85 頁。 
326 同上、85-86 頁。 
327 『日本外交文書』第 27 巻第 1 冊、633-634 頁。 
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	 	 自治に任せ、日本の干渉も他国の干渉も許さず朝鮮にその運命を任せる。 
	 	 乙、朝鮮を名義上独立国と公認するが日本が間接直接にその独立保翼扶持し他国から防禦する。 
丙、朝鮮は自力で独立を維持できないため、かつて英国が勧告したように日清両国で朝鮮領土 
	 	 の安全を担保する。 
丁、日本から欧米諸国および清国に働きかけ、朝鮮をベルギー・スイスのような世界の中立国 












                                                   
328 『日本外交文書』第 27 巻第 1 冊、652-656 頁。  
329 同上、640-641 頁。 












  清国との戦争を進めるに当たって日本は、8 月 26 日、さらに朝鮮政府と「清兵を朝鮮国の境
外に撤退せしめ、朝鮮国の独立自主を鞏固にし、日朝両国の利益を増進する（第 1 条）」ことを
目的と謳う「大日本大朝鮮両国盟約」を結び、「朝鮮国は日兵の進退およびその糧食準備の為 
及ぶだけ便宜を与うべし（第 2 条）」との条項により軍需徴発を行った330。 
	 一方で、大鳥公使の進言により、朝鮮皇室の慰問大使として西園寺公望侯爵が朝鮮を訪問し、
8 月 31 日、朝鮮国王、王妃、世子に謁見した。 










	 しかし伊藤の不安をよそに日本軍は清国軍に連勝した。陸軍は、1894（明治 27）年 9 月中旬
の平壌の戦いの後、鴨緑江を越え、11 月には第 2 軍司令部が北洋艦隊の本拠地旅順を占領した。
また海戦では、9 月の黄海海戦で勝利して北洋艦隊を追いつめ、翌 1895（明治 28）年 2 月、北
洋艦隊は降伏する。 
                                                   
330 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、337 頁。 
331 平塚篤編『続伊藤博文秘録』（原書房、1982）、101 頁。  





















の訓令を 9 月 18 日付で出していた。しかし、その直後の 22 日に末松法制局長官が広島に帰着
し朝鮮内政改革の難航を報告すると、にわかに大鳥公使の交代が具体化されることになった334。 












                                                   
332 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、606-610 頁。 
333 「1.日清戦役ノ際西園寺慰問使派遣」国立公文書館アジア歴史資料センター、Ref.B07091014300。末松謙
澄は伊藤の女婿（次女生子の夫）で、法制局長官への登用も伊藤の引き立てによる。 
334 『日本外交文書』第 27 巻第 1 冊、667-668 頁。『伊藤博文文書』第 10 巻、81-86 頁。 
335 『伊藤博文伝』下、93-95 頁。 
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	 1894（明治 27）年 10 月 15 日、大鳥圭介に代わって井上馨が朝鮮駐箚特命全権公使に任命さ
















有様だった。井上は 12 月 13 日の伊藤宛書簡で、対朝鮮政策を「英のエジプトにおける政策を
                                                   
336 『伊藤博文関係文書』一、268 頁。 
337 同上、269-270 頁。 
338 同上、270 頁。 












340 同上、121-122 頁。 









残るは、やはり改革にかかる費用で、12 月 25 日の伊藤宛書簡で、朝鮮の内政改革や英国のエ
ジプトにおけるような従属国政策を図るにも、資金なしには自分が朝鮮でできることは何もな
いと、辞任までちらつかせて再度訴えた342。 























                                                   
341 『伊藤博文関係文書』一、271-272 頁。 
342 同上、272-273 頁。 
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出は列強からの容喙を生むことを理由に一旦拒否するが、結局井上の希望した 500 万円を 300
万円に減額して国庫から支出し日本銀行の名義で朝鮮政府に貸し付けることにした。朝鮮への
借款 300 万円が追加予算として第 8 議会で可決されたのは、2 月 22 日のことである343。 




	 当初の思惑からは 2 カ月遅れ、しかも大きく減額されたものの、何とか内政改革の資金を得


















ある伊藤博文総理大臣に口添えをもらい（10 月 13 日）、17 日に漢城守備隊の一部の派遣を受け
たのだった346。 
                                                   
343 『日本外交文書』第 28 巻第 1 冊、343 頁。  
344 同上、351-352 頁。 
345 同上、396-398 頁。 
346 「韓国東学党蜂起一件(5-3-2-0-5)(外務省外交史料館)」国立公文書館アジア歴史資料センター。
Ref.B08090159100。外交上の観点から伊藤総理が大本営に参加したことが奏功したのだが、同時に伊藤は自






站監部は、さらに 2 中隊の派遣を大本営に依頼する（10 月 22 日）。広島大本営の参謀次長兼兵
站総監川上操六（1848-99）は、これを了承したものの（23 日）、近々漢城に派遣予定の守備隊 3
中隊では不足かと問い合わせた。南部兵站監部は「東学党撲滅の兵は別に派遣せらるる事、目
下の急なりと信ず」と、漢城の守備兵とは別に派兵を依頼したが（24 日）、川上総監は 25 日に
返信した電報でも農民軍鎮圧のためのさらなる派兵を渋っていた347。朝鮮の兵站現場と大本営
の川上兵站総監との間には、派兵について温度差があったのである。 
	 しかし、10 月 25・26 日に忠清道で大規模な抗日蜂起が起き、一斉に兵站部が襲われ、施設















	 すると同 27 日午後 9 時 30 分には、大本営の川上総監から「東学党に対する処置は厳烈なる
を要す、向後悉く殺戮すべし」351との電報が届いた。井上の依頼どおり大本営で会議が持たれ、
農民軍の北上を押さえ南方に追いつめて殲滅する作戦が立てられたのである。農民軍鎮圧は、
                                                                                                                                                                      
らが起草に携わった大日本帝国憲法に謳う天皇統帥権を早くも崩してしまったことになる。そもそも軍事を
外交や内政から独立させること自体に無理があったと考えられる。  
347「陣中日誌  南部兵站監部  第 3 号」(防衛省防衛研究所)国立公文書館アジア歴史資料センター、
Ref.C06062204300。  
348「高宗実録」1894 年 9 月 26 日記事『朝鮮王朝実録』、韓国国史編纂委員会。 
349 「陣中日誌  南部兵站監部  第 3 号」(防衛省防衛研究所)国立公文書館アジア歴史資料センター、
Ref.C06062204300。  
350「戦史編纂準備書類  東学党ノ状況」(防衛省防衛研究所)同上、Ref.C08040591500。  
351 「陣中日誌  南部兵站監部  第 3 号」(防衛省防衛研究所)同上、Ref.C06062204300。  













ご一報を乞う。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （『伊藤博文文書』第一六巻、123-124 頁） 
 
	 同 28 日午後 9 時 25 分には、井上公使から南部兵站監部宛の電報で、「3 中隊は来る 30 日出
帆の船にて京城に派遣し、猶また 3 中隊を便船次第派遣のはずなりと。総理大臣並びに参謀総
長より電報ありたり」352として伝えられた。川上兵站総監が当初あまり乗り気でなかった農民
軍鎮圧のための派兵は、10 月 25 日から 28 日の短期間に、朝鮮の井上公使、広島大本営の伊藤
総理、東京の陸奥外務大臣のすばやい連繋により、大本営会議に掛けられ、しかも要請した 2 
中隊を 3 中隊に増員されて実施されることになったのである。 
	 11 月初旬に日本から派兵された 3 中隊が到着すると、仁川兵站司令官は漢城以南の「暴徒の
掃討」を西路・中路・東路の三路から進める作戦を立て、農民軍は、南下する日本軍と朝鮮政
府軍にしだいに追いつめられていく。12 月初めに全琫準率いる農民軍が公州で大敗を喫し、全
は同月末に逮捕される。各地の農民軍も次々と敗退し、翌 1895（明治 28）年 1 月にはほぼ鎮圧
された。しかし、投入された日本の部隊は当初の 3 中隊にさらに他部隊が追加され、当初 1 カ
月と見込まれた予定を大きく超え、鎮圧までに 4 カ月を要したのだった。 




                                                   
352 「陣中日誌  南部兵站監部  第 3 号」(防衛省防衛研究所) 国立公文書館アジア歴史資料センター、	  
	 Ref.C06062204300。 
353 趙景達『異端の民衆反乱—東学と甲午農民戦争』（岩波書店、1998）、316-317 頁。  
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	 第 2 次甲午農民戦争は『日本外交文書』には記事がなく、『日清戦史』でも兵站を脅かす暴
徒の掃討に対する派兵と鎮圧の状況が数頁に淡々と述べられるのみである356。 
  
                                                   
354 『明治二十七八年日清戦史  第 8 巻』、附録第 120。 
355 井上勝生「東学農民軍包囲殲滅作戦と日本政府・大本営」（『思想』、2001 年 1 月号）、40-41 頁。 
356 参謀本部編『明治二十七八年日清戦史』第 8 巻（東京印刷、1904）、29-32 頁。  
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第 3 節	 下関条約の締結  
 
伊藤、再び全権となる 	 日本の圧倒的優勢によって日清間の戦争の大勢が決した 1894（明治
27）年 10 月初めから、列強による日清間の講和調停の提案や意見が次々となされていた。まず
10 月 8 日、英国から日清間の調停が持ちかけられたが日本はこれを拒絶する。その後もイタリ
アから調停の申し出、ロシア、ドイツから意見等が寄せられ、欧州列強間の牽制や協調もみら
れるなか、11 月 6 日には駐日米国公使から清国の希望を受けた調停の申し出があった。 
	 米国を通して清国が申し出た講和条件は、「朝鮮の独立」と「軍費の賠償」の 2 条件だった。
























                                                   
357 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、502-503 頁。 





	 同 26 日、米国公使への回答では、「若し清国政府が真実に和議を願望せば」会談を行うとし
た上で、講和条件は両国全権委員がそろった会談の場で提示する意向を示した359。 









られた李鴻章の手紙は 11 月 18 日付で、米国の調停が不調に終わることを危惧して伊藤に何ら
かの手立てはないかと模索する内容だった。日清間交渉の行き詰まりの打開を、李鴻章はまた
も伊藤個人の力量に掛けてきたのだった。 
	 再び米国公使を通じ清国政府から講和談判の提議があったのは、12 月 13 日のことである。
全権委員の会談場所を、清国が上海を提案したのに対し、日本は必ず日本国内で行うと通告し、
清国側が上海近郊の長崎を提案すると、日本側が大本営の置かれた広島を指定して、ようやく
決定した。清国側の全権氏名は、日本の要求により 12 月 20 日には日本側に通知されたが、日
本側全権氏名は、清国の要求にも関わらず清国全権到着後に発表するとされた。 








                                                   
358 「伊藤博文宛睦奥宗光書簡」『伊藤博文関係文書』七、311-312 頁。『伊藤博文伝』下、150-151 頁。 
359 『日本外交文書』第 27 巻第 2 冊、523-525 頁。 
360 同上、526-530 頁。 

































公使から日本政府に伝わっていた。陸奥は、2 月 1 日の最初の講和会談の場でその全権委任状
の不備を指摘する362。 
                                                   
361「伊藤博文宛睦奥宗光書簡」『伊藤博文関係文書』七、315 頁。 
362 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、231-234 頁。 
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全権委任状案を日本が承諾したのは 3 月 4 日のことだった366。 
	  
李鴻章の遭難と休戦協定締結 	 李鴻章は 1895（明治 28）年 3 月 14 日に天津を出発し、19 日、
新たに会談場所となった下関に到着した。これに先立ち下関入りしていた伊藤ら日本側代表も、
19 日をもって正式に全権委任された。 
	 翌 3 月 20 日、会場の春帆楼で第 1 回会談が行なわれた。日本側全権伊藤博文内閣総理大臣お
よび睦奥宗光外務大臣、清国側全権李鴻章北洋大臣兼直隷総督の全権委任状が確認、交換され
た。李鴻章は、講和条約の談判に入る前に休戦について協議すべく覚書を提示した367。 
	 翌 21 日の第 2 回会談で、伊藤は休戦の提案に対し、「戦地を隔たること遼遠なるこの地に在
りて休戦を約することをもって講和談判の妥局を結ぶに必須の要義と見做すこと能わずといえ 
                                                   
363 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、240-253 頁。『伊藤公全集』第一巻、207-210 頁。 
364 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、257 頁。 
365 岡本隆司『李鴻章—東アジアの近代』、157・158 頁。 
366 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、279-280 頁。  
367 同上、288-289、381-382 頁。 















3 月 24 日とされたが、日本側は李鴻章が休戦発議を撤回するものとみて、各国公使にも休戦談
判は秘密にされた370。 











                                                   
368 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、289・386 頁。 




370 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、292 頁。 
371 小山豊太郎（1869-1947）。群馬県出身の政治活動家。事件後無期徒刑となるが、後に恩赦によって出獄。 
372 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、292 頁。 
373 同上、298 頁。 
374 「朝日新聞 1895 年 3 月 29 日朝刊（朝日新聞聞蔵 Ⅱ ビジュアルから）」。『伊藤博文伝』下、167-168 頁。 
375 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、292-293 頁。 












と譲歩する意見を送る（午前 9 時 10 分発電報）377。 
	 その直後、陸奥は再び広島の陸奥翻訳官宛に「休戦の事決したる上は貴大臣（伊藤）のこの地
に御帰りを待たず速やかに先方へ通告するの必要あり。（中略）この事は本大臣（陸奥）に御委
任下されたし」と伊藤に伝達するよう命じた（午前 9 時 20 分発電報）。さらに午後になってから
も、「諸強国の議論、一定せざる内に（中略）我が政府より休戦を許与したる事を清国使節に公
言し、同時に各強国へ知らすこと最も必要なり」と自らの提案に対する回答を督促した（午後 2
時 40 分発電報）378。 
	 この日、各国駐在の公使から李鴻章負傷に関する情報が次々と報告されるなか、陸奥は列強
各国の反応に神経を尖らせ非常に焦っていた。伊藤は同日、広島で閣議を開いて休戦条件を決




藤が帰任することを促したのだった（午後 10 時 13 分）379。 
	 一任を受けた陸奥は、翌 28 日、早速病床の李鴻章を訪れ無条件休戦を承諾する旨を伝え、李
は「頗る満足」の意を表した380。陸奥は条約文を徹夜で仕上げ、3 月 30 日には休戦条約が結ば
れた。李が「苛重」と嘆いた日本の休戦条件は、奇しくも李の負傷によって取り下げられるこ
とになったのである。休戦の期限は調印から 21 日間、すなわち 4 月 20 日正午とされた381。 
                                                   
376 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、295-296 頁。 
377 同上、299-300 頁。 
378 同上、300・314 頁。 
379 『伊藤博文関係文書』七、319 頁。『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、315 頁。 
380 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、316 頁。  
381 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、324-325 頁。 








下関条約の締結 	 1895（明治 28）年 3 月 31 日に日本側から李経方への全権委任を清国側に要

























	 	 別に三国政府とは兼ねて密約あるものの如く見えず。（中略） 
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	 	 明日林（董）次官をして英、露、仏、米の四公使に密告せしむる事もっとも必要と存じ候。	  























③賠償金は銀 1 億テールとし、無利息のこと 
④通商条約は清国と欧州各国間の条約を基礎とし、新通商条約締結までは日清相互に最恵国待	  
	 	 	 遇を受けること 
⑤清国が講和条約を誠実に施行する担保として、日本軍隊は一時威海衛のみを占領すること 
⑥将来の日清間に起こる紛議、再戦予防に必要な場合、第三友国に依頼し仲裁者を選定し、裁 
	 	 	 断を一任するとの条項を加えること	 	 	 	 （『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、349-355 頁より） 
 
	 4 月 10 日に行なわれた第 5 回会談には、傷が回復した李鴻章が出席し、日本側の陸奥がイン 














③	賠償金は 2 億テールに減ずること 
④	日清通商条約に関しては日本の原案通りとするが、新しい開市港の数は 4 カ所に減ずること 
⑤	将来日清間に起こる条約上の問題を仲裁者に一任するとの新条項は加える必要はないこと	  















                                                   
382 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、407 頁。 
383 同上、405-415 頁。 
384 同上、358-361 頁。  
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和条約実施の担保として威海衛に駐屯する日本軍の費用負担を、200 万テールから 50 万テール
に減額すること」の 2 点を受け入れ、李の面目を立てることにしたのである387。 




	 	 ①清国は朝鮮国が完全無欠なる独立自主の国であることを確認すること 
	 	 ②清国は遼東半島、台湾、澎湖列島を日本に割譲すること 





１）	従来の開市港場に加え、沙市、重慶、蘇州、杭州の 4 市港を日本に開港 
２）日本国汽船の航路を宣昌−重慶間、上海−蘇州・杭州間まで拡張 
３）日本人商人の清国内地における非課税等の特権付与 
	 	 ⑤清国内の日本軍隊は条約批准後 3 カ月以内に撤退し、清国は条約施行の担保として威海衛を 
                                                   
385 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、361-362 頁。『伊藤博文伝』下、191-192 頁・『伊藤公全集』第一巻、
210-211 頁にも同内容。 
386 『伊藤博文文書』第 20 巻、423-424、433 頁。『伊藤博文伝』下、193 頁。 
387 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、415-432 頁。 
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	 	 	 一時占領すること                     	   （『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、362-368 頁） 
 
  伊藤は、李鴻章と 2 人が 10 年前に天津条約を結んだのも今と同季節であったことを奇縁と振 
り返りつつ、会談を終えた。 




























                                                   
388 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、14-17 頁。 































	 24 日、結局陸奥の案が届かないまま、広島で御前会議が開かれた。伊藤は今後の 3 国の出方 
                                                   
389 『伊藤博文伝』下、196 頁。 
390 川島真『近代国家への模索 1894-1925』（岩波新書、2010）、10 頁。 
391 『伊藤博文文書』第 25 巻、49-50 頁。『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、11 頁。 
392 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、26 頁。 
   
 
 120 
に応じて対応できるよう、自ら三国干渉に対する 3 方策を起案し会議に掛けた。 
	  

















完全に実行したる上は金州半島を還与する事。	 	 	 	 	 （『伊藤博文文書』第 21 巻、9-11 頁） 
 














                                                   
393 睦奥宗光『蹇蹇録』、306-307 頁。 
394 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、29 頁。 
395 睦奥宗光『蹇蹇録』、308-310 頁。 














	 4 月 27 日に大本営が京都に移されたため、伊藤や陸奥も京都入りし、協議の結果、下関条約
批准後に追加定約により金州以外の遼東半島を放棄するが、清国が講和条約状の義務を履行す
るまでは担保として同半島を占領することを決定し、回答通告した（4 月 30 日）397。 
	 しかしロシアでは最初の勧告条件を譲らないとの閣議決定があったことが、西徳二郎駐ロシ
ア公使から報告される（5 月 3 日発、4 日受）。ロシアにとって金州に位置する重要港旅順口を日
本が所有することは大変な障害だったのだ。伊藤は 4 日、陸奥の病床に閣僚を集めて 3 国の勧
告受け入れを決定し、勅裁を受ける。翌 5 月 5 日には 3 国に宛て「日本帝国政府は露仏独三国
政府の友誼ある忠告に基づき、奉天半島に於ける土地を永久に占領せざることを約す」と回答
したのである398。 
	 一方下関条約の批准に関して日本は、講和条約を批准した翌日の 4 月 21 日には伊東巳代治内
閣書記官長を全権弁理大臣に任命していた。伊東は批准日とされた 5 月 8 日に向け、5 月 2 日、






	 批准場所の芝罘にロシアの軍艦が集合し示威活動が行なわるなか、清国から、露仏独 3 国か
らの要請として再度批准日の延期を希望する通達が届く（7 日付）。日本は停戦時期の 5 日間延
期を承諾し、その期間内に批准を行うよう米国公使を通じて通告した。伊藤は李鴻章宛にも同
                                                   
396 『伊藤博文伝』下、217-218 頁。 
397 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、65-66 頁。 
398 同上、78-81 頁。 
399 同上、442-443 頁。 












	 5 月 17 日、下関条約の第 1 条で朝鮮の「独立自主」を認明したことに対し朝鮮国王が謝意を
述べたことが、日本側に伝達された403。 






















                                                   
400 『日本外交文書』第 28 巻第 2 冊、446-449 頁。 
401 同上、457-458 頁。 
402 同上、458-459 頁。 
403 同上、463-464 頁。 












	 遼東半島返還の手続きについては、5 月 21 日に林董外務次官が清国駐箚特命全権公使に任命




② 返還の賠償金として、清国は日本に 3000 万テールを支払うこと	
③ 賠償金が支払われた後、日本軍は 3 カ月以内に遼東半島から全て撤退すること	
	  
	 11 月 17 日に同条約は批准、12 月 3 日に公布され、三国干渉問題はようやく終結した。 
	 これに先立つ 7 月、日清戦争の武官に対する論功行賞が検討されたが、天皇は同時に文官の














	 第 1 次甲午農民戦争の鎮圧のため日清両軍が出兵した。伊藤の発案によって日本は日清合同 
                                                   
404 『伊藤博文伝』下、231-233 頁。 
405 同上、238-241 頁。  
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第 3 章	 大韓帝国保護国化と伊藤博文  
 
三国干渉後、日本の朝鮮への影響力が弱まり内政改革も頓挫する。ロシアの朝鮮への影響力が
増すなか、1895（明治 28）年 10 月、乙未事変が起こった。ロシアに接近する閔氏一族を排除し
ようとする勢力が、日本公使館や大院君と結んで朝鮮の王宮景福宮を襲撃し、王妃閔氏を殺害
したのである。 
翌 1896（明治 29）年 2 月には、朝鮮国王高宗がロシア公使館に移り（露館播遷）、日本の朝鮮へ
の影響力はますます薄れる。内政においても日清戦争後は第 2 次伊藤内閣の求心力は衰え、同
年 8 月、伊藤博文は総理を辞職した。 
伊藤は、その後も 1898 年 1 月（第 3 次）、立憲政友会を結成して初代総裁に就任した 1900（明
治 33）年 10 月（第 4 次）に内閣総理大臣に就任したが、いずれも短命に終わった。 
東アジアで列強各国の微妙な力の均衡が保たれる間に、朝鮮では大韓帝国が成立し（1897<明治




















































                                                   
406 『日本外交文書』第 28 巻第 1 冊、412-418 頁。 
407 同上、418 頁。 
408 同上、420-423 頁。 
409 同上、423-424 頁。 
410 同上、434 頁。 
411 同上、436-437 頁。 



















られないままだった。新たな対朝鮮政略が決定された後、6 月 20 日に日本に戻った井上は、閣
議決定された朝鮮政策には賛成したが、近いうちに朝鮮駐箚公使を辞任する意思を示し、後任
として枢密顧問官の三浦梧楼（1847-1926）を推薦した413。 











                                                   
412 『日本外交文書』第 28 巻第 1 冊、440-441 頁。 
413 三浦梧楼は山口県出身。明治初年から木戸孝允邸に出入りし、伊藤博文ともよく見知った間柄である。陸
軍軍人だったが、1887 年に陸軍中将で除隊後、学習院院長、貴族院議員を経て枢密顧問官になっていた。 
414 『日本外交文書』第 28 巻第 1 冊、365-368 頁。 
415 同上、457-458 頁。 












  8 月には朝鮮内閣で再び政変があり、兪吉濬ら新進開化派が失脚して、金弘集が再び総理大
臣に返り咲いた。8 月 17 日、井上の後任として朝鮮駐箚全権公使に任命された三浦は、自分は
軍人として過ごして来、外交に疎い身ではあるとしながらも、従来日本になかった「確固たる
対朝鮮の国是」を示すべし、との対朝鮮政策に関する意見を述べた417。 
















                                                   
416 『日本外交文書』第 28 巻第 1 冊、463 頁。 
417 同上、482-484 頁。『伊藤博文文書』第 11 巻、77-84 頁。 
418 同上、375 頁。 
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  事変への日本人の関与は、当日王宮にいた外国人数名も目撃していて疑いようがなく、10 月 
10 日には、小村寿太郎政務局長が事件の実況取り調べのため朝鮮に派遣された。 



















	 11 月 27 日、国王高宗は廃妃されていた閔氏を復位し、王妃殺害に関する調査を行なうこと
を告げる。翌 28 日には旧侍衛隊が王宮を襲う事件が発生したが、これは現政府に不満をもつ数
名の朝鮮人と在朝鮮外国人との共謀によることが判明した。 






                                                   
419 『日本外交文書』第 28 巻第 1 冊、510-511 頁。 
420 同上、512-514 頁。『伊藤博文関係文書』九、153-155 頁。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

































                                                   
421 『伊藤博文文書』第 15 巻、219-220 頁。 
422 『日本外交文書』第 28 巻第 1 冊、552-562 頁。 
423 同上、522−523 頁。 
424 『日本外交文書』第 29 巻、682 頁。 






























                                                   
425 『日本外交文書』第 28 巻第 1 冊、537 頁。 
426 『日本外交文書』第 29 巻、683-687 頁。 
427 『伊藤博文伝』下、282-284 頁。 
428 『日本外交文書』第 29 巻、758-767 頁。 
429 同上、789-792 頁。 





	 1897（明治 30）年 2 月、朝鮮国王高宗はロシア公使館から徳寿宮に移る。下関条約により清
国との冊封・朝貢関係は解消されており、もはや国王号は使うべきでないとの士大夫の進言を
容れ、高宗は同年 8 月には「光武」という独自の元号を定め431、10 月には自ら皇帝に即位し、
国号を「大韓」と改めた432。清国からの脱却と共に諸外国との対等な立場を表明したのである。 
















伊藤博文の清韓漫遊	 1898（明治 31）年 1 月、第 3 次伊藤内閣が成立する。しかし、政党結成
の反対にあってわずか５カ月で伊藤は辞職し、6 月 30 日には大隈内閣が成立した。久々に官職
を離れた伊藤は、公的使命を帯びない「漫遊」に出掛けた。同年７月、韓国を経由して清国を
旅行し、その実情を視察したのである。 
	 清国では 1860 年代から近代化を図るための洋務運動が行なわれてきたが、日清戦争での敗北
によってその限界が見えていた。 
                                                   
430 『日本外交文書』第 29 巻、815-818 頁。 
431 「高宗実録」1897 年 8 月 14 日記事『朝鮮王朝実録』、韓国国史編纂委員会。  
432 同上、1897 年 10 月 12・13 日記事。 
433 『日本外交文書』第 31 巻、182-185 頁。 
434 「高宗実録」1899 年 8 月 17 日記事『朝鮮王朝実録』、韓国国史編纂委員会。 
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た。殊にロシアは、露清密約（1896 年 6 月）を結んで満州に勢力を伸ばしていた。 
	 伊藤が漫遊先に清国を選んだのは、これら清国内の改革と列強勢力の実情を自ら確認したい
との思いがあったと思われる。 
	 伊藤は、同年 7 月 26 日、大磯を出発し、関西を経て 8 月 19 日に長崎を発し、同月 22 日に韓
国仁川に到着した。同月 25 日に首都漢城に入った伊藤は、「皇帝および政府人民よりも、思い
の外親切なる待遇にて夢の如き心地」435と梅子夫人に書き送るほどの歓待を受けた。 

















                                                   
435 憲政資料室資料『伊藤博文文書』（その 1）書類の部 448−１「書簡綴（写）伊藤博文書簡」205 頁。 
436 同上、448−１、206・207 頁。 
437 同上、448−１、208・209 頁。『続伊藤博文秘録』、125-129 頁。 





























                                                   
438 『山県有朋関係文書』1、124 頁。 
439 『日本外交文書』第 31 巻第 1 冊、697 頁。 
440 Timothy Richard, ‘Forty-five years in China’, Chapter 12,p263. 
441 雷家聖「失落的真相」（『中国史研究 61』、2009）。 
442 『伊藤博文伝』下、399 頁。 
443 康有為らは政変当時大隈重信外務大臣が引き受け、その後犬飼毅の下に移り外務省機密費で保護されてい
た。1898（明治 32）年 2 月、伊藤は、清国政府との軋轢を避け、康らとの関係を絶つため、外務省から康有
為には 7000 円を与えて米国に放逐し、日本に留まる粱啓超には月 250 円与えることで手を絶つよう、山県
有朋総理から青木周蔵外務次官に話をつけるよう提案している。（『山県有朋関係文書』1、124-125 頁） 
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444 参謀本部編『明治三十三年清国事変戦史  巻 6』、215-217 頁、国立国会図書館デジタルコレクション。 
445 同上、55-69 頁。 
446 同上、222 頁。 
447 『伊藤博文伝』下、432-434 頁。 
448 同上、435−440 頁。 

































                                                   
449 参謀本部編『明治三十三年清国事変戦史  巻 6』、330-333 頁、国立国会図書館デジタルコレクション。  
450 『日本外交文書』第 34 巻、4-5 頁。 
451 同上、9-10 頁。 
452 同上、20-22 頁。 
453 同上、25-26 頁。 

































                                                   
454 『伊藤博文伝』下、520 頁。 
455 『日本外交文書』第 34 巻、28 頁。 






























                                                   
456 「井上馨宛桂太郎書簡」『伊藤博文関係文書』二、360 頁。 
457 『日本外交文書』第 34 巻、36-39 頁。 
458 同上、39 頁。 
459 同上、47 頁。 
460 同上、51 頁。 
461 同上、50 頁。 
































                                                   
462 『日本外交文書』第 34 巻、63-65 頁。 
463 同上、69 頁。 
464「山県有朋宛桂太郎書簡」『山県有朋関係文書』1、318-319 頁。 
465 『伊藤博文伝』下、546 頁。 
































                                                   
466 『日本外交文書』第 35 巻、16-24 頁。 
467 徳富猪一郎『侯爵山県有朋伝』下巻（山県有朋公記念事業会、1933）、539-543 頁。  
 桂がロシアとの交渉について「最早平和的解決の望みなし」と決定するのは、同年 12 月 16 日の元老および  
 閣員との会議においてである。  
































                                                   
468 『日本外交文書』第 36 巻、1-2 頁。  
469 同上、11-14 頁。 
470 同上、14-15 頁。『伊藤博文伝』下、608-609 頁。 
471 『日本外交文書』第 36 巻、22-23 頁。 





	 10 月 30 日に日本がロシア側に示した修正案は、日本側の原案とこれに対するロシアの対案
との折衷案で、その要点は、①清国の主権および領土保全の尊重を協商案に入れること、②日
清通商航海条約上の日本の権利は、当然満州にも及ぶものとすること、③中立地帯は韓国北部
のみならず満州と韓国の境界各 50 キロの地域とすること、である。 


















	 12 月 10 日、開会中の第 19 議会においても激しい政府批判があり、翌 11 日、桂太郎総理大
臣は議会を解散させるに至る。同日、ようやくロシア公使は小村外務大臣に日露協商案の修正
案に対し第 2 の対案を提出してきたが、これは日本側の修正案を完全に否定し、協約の範囲は 
                                                   
472 『伊藤博文伝』下、617 頁。 
473 同上、617-618 頁。  
474 「伊藤博文宛金子堅太郎書簡」『伊藤博文関係文書』四、87-88 頁。書簡に同封の『万朝報』（11 月 11
日付）に、「時局の遷延、伊藤の優柔不断に基づくとせば、先ず彼を打撃して国権発展の犠牲と為すも已む
べからざるに非ずや。」という。また 11 月 21・22 日付『万朝報』（同、89-91 頁）では、「今対露問題に
由て国権の沸騰する秋に方って、伊藤氏は宜しく政界を去るべし、いな去らざるべからざる也。」として、
日清戦争後の下関条約、三国干渉、義和団の乱後の満州問題等を、伊藤の外交上の失敗として挙げた。 
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475 『日本外交文書』第 36 巻、36 頁。 
476 『伊藤博文伝』下、620 頁。 
477 『日本外交文書』第 36 巻、36-38 頁。 
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	 ロシアからの回答は、翌 1904（明治 37）年 1 月 6 日になって届くが、その内容は、日本の主
張を再び全面否定し、日本は満州を利益線の範囲外とすることを承認すること等を求めるもの 
だった。 











	 この間、1 月 14 日、軍事参議院が組織され、20 日を期限としていた海軍輸送船の佐世保集中
も完了し、26 日には戦時財政計画も定められてロシアとの戦争の下準備が整えられた479。 
	 1 月 30 日朝、桂太郎総理大臣は、元老の伊藤と山県有朋、山本権兵衛海軍大臣、小村寿太郎















	 2 月 2 日、閣僚会議は「帝国政府はこの上談判を継続するも妥協に至るの望みなきをもって
これを断絶し、自衛の為並びに帝国の既得権及び正常利益を擁護する為必要と認むる独立の行
                                                   
478「山県有朋宛伊藤博文書簡」『山県有朋関係文書』1、137 頁。 
479 『伊藤博文伝秘録』、234-235 頁。 

















	 1904（明治 37）年 2 月 9 日、東郷平八郎海軍中将を司令官とする日本帝国連合艦隊の一部は
韓国仁川沖でロシアの軍艦 2 隻を撃沈し、別の一隊は旅順のロシア艦隊を襲って大きな被害を












                                                   
480 『日本外交文書』第 37 巻第 1 冊、92-94 頁。当時の元老は、伊藤、山県有朋、大山巌、松方正義、井上馨。 
481 5 人の元老のほか、内閣から桂太郎総理、山本権兵衛海軍大臣、曽禰荒助大蔵大臣、小村寿太郎外務大臣、
寺内正毅陸軍大臣が出席。（『日本外交文書』第 37 巻第 1 冊、94 頁） 
482 『伊藤博文伝』下、628-629 頁。 




























たる上に調印交換すべし」489としたことにより、密約成立は一旦頓挫した（1 月 25 日）490。 
                                                   
483 『日本外交文書』第 37 巻・第 38 巻別冊日露戦争 Ⅰ 巻、142-145 頁。 
484 『伊藤博文伝』下、635 頁。 
485 「日露戦役関係各国輿論啓発ノ為末松、金子両男爵欧米へ派遣一件  第一巻」国立文書館アジア歴史資料
センター、Ref.B08090028800。 
486 「高宗実録」1903 年 11 月 3 日記事『朝鮮王朝実録』、韓国国史編纂委員会。  
487 『日本外交文書』第 37 巻第 1 冊、310-311、319 頁。 
488 同上、333-336 頁。 
489 同上、314 頁。 




（明治 37）年 2 月 23 日、日本の林権助特命全権公使と韓国の李址鎔外部大臣臨時署理の間で「日
韓議定書」が調印される491。既に日露は開戦して密約である必要はなくなっており、2 月 27 日
に公表された。その主な内容は次のとおりである。 
 







第5条	 日韓両国政府は相互の了承なくして本条約の趣意に反する条約を第三国と結べないこと	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （『日本外交文書』第37巻第1冊、345-347頁） 
	  
	 ロシアとの戦争のため韓国領土の軍事収用の必要が急となったことに加え、韓国が中立を宣





	 日本は、2 月 10 日の露国に対する宣戦の詔勅で、韓国の「保全」が重要だと謳った。しかし、







                                                                                                                                                                      
490『日本外交文書』第 37 巻第 1 冊、336-337 頁。 
491 同上、339-341 頁。 
492 同上、346 頁。 













	 この報告は、天皇、総理大臣、陸海軍大臣、4 元老に回覧されているが、4 元老に筆頭の伊藤
が含まれるのは間違いない494。韓国駐在公使が韓国政府内の日本に対抗する勢力の強硬排除を
企て、それを元老伊藤も桂総理大臣も、天皇までもが了解したのである。実際に李容翊は、2
月 23 日、直ちに仁川まで送られ、翌日には職を解かれて日本に「漫遊」させられた495。 










韓国皇室慰問 	 日韓議定書が公表された翌日の 1904（明治 37）年 2 月 28 日、韓国皇室は日の
軍需のために皇室費から、皇帝高宗より銀 10 万円、皇太子より銀 5 万円、英親王より銀 3 万円 
                                                   
493 『日本外交文書』第 37 巻第 1 冊、339-340 頁。 
494 山辺健太郎は 4 元老を伊藤、井上馨、松方正義および山県有朋とする。〔山辺健太郎『日本の韓国併合』（太  
 平出版社、1966）、278-279 頁〕 
495 『日本外交文書』第 37 巻第 1 冊、341 頁。朝鮮政府から日本にとって不都合な人物を日本に送り排除す
る方策は、1895（明治 28）年に、朝鮮駐箚公使だった井上馨が既に提案している。17 条目の「朝鮮国施政
改革提言」の 15 条で、王妃姻族である閔泳駿、閔泳翊等を「少なくとも 1 ケ年位日本にあって各官省につ
き事務を見習い必用の取調を為さしめ、帰国の後時機を見計い採用の途を設くべし」（憲政資料室資料『井
上馨関係文書』第 57 冊 673-12-イ）と提言するが、実行はされなかった。  
496 『日本外交文書』第 37 巻第 1 冊、347-348 頁。 




	 1904（明治 37）年 3 月 7 日、枢密院議長の伊藤は御前に呼ばれ、韓国皇室慰問の特派大使とし
て差遣されるとの勅命を受ける。伊藤は 13 日に東京を出発し、17 日には仁川に到着した。18
日漢城に入ると、午後には皇帝高宗に謁見し、「ロシアに対し戦争を宣言したのは東洋恒久の平
和のためである」との内容の国書を奉呈した498。 
	 同月 20 日、高宗は喪中のためとして伊藤の答礼には出席しなかったが、午後皇太子と共に内
接見を行った499。皇帝高宗は、親愛の意を表するとして特派大使伊藤をはじめ随員に勲章を与
え、伊藤は韓国最高の大勲位に叙され金尺大綬章を受けた500。 







	 翌 21 日、伊藤は韓国皇室から日本軍需費として寄付を受けた返礼に、天皇から韓国皇室へと











                                                   
497 『日本外交文書』第 37 巻第 1 冊、273 頁。 
498 同上、276-277 頁。  
499 同上、277・294 頁。1 月 2 日に第 24 代朝鮮国王憲宗妃だった明憲太后が亡くなったため喪中だった。 
500 「高宗実録」1904 年 3 月 24 日記事『朝鮮王朝実録』、韓国国史編纂委員会。  
501 『日本外交文書』第 37 巻第 1 冊、294-297 頁。  
502 同上、297-298 頁。  
503 同上、282-284 頁。 































	 伊藤は 3 月 26 日、漢城を発ち、4 月 1 日に帰朝した。 
 
  
                                                   
504 小川原前掲書、74 頁。 
505 『日本外交文書』第 37 巻第 1 冊、286-288 頁。  
506 同上、288 頁。 
507 同上、291-292 頁。 
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第 3 節	 保護国化の実行  
 




















	 	  






















の名にして我に取るは保護者たるの実なり。	 	 	                    	 	  
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （「伊藤博文宛松方正義書簡」『伊藤博文関係文書』七、160-161 頁） 
	  
	 松方は、韓国の外交、財政、軍事までを掌握し韓国を保護国とする意欲を露骨に述べる。こ



















                                                   
508 日本は、その後の第 1 次日韓協約（1904.8）で韓国政府に財政および外交顧問を置き、第 2 次協約（1905.11）
で韓国の外交権を奪って完全に保護国化し、第 3 次協約（1907.7）の密約で韓国軍を解散した。 
509 小川原前掲書、75 頁。 
510 「山県有朋宛桂太郎書簡」『山県有朋関係文書』1、336 頁。 
511 同上、344 頁。 

































                                                   
512 『日本外交文書』第 37 巻第 1 冊、351 頁。 
513 「伊藤博文宛松方正義書簡」『伊藤博文関係文書』七、160-161 頁。 
514 『日本外交文書』第 37 巻第 1 冊、356-360 頁。 
515 海野福寿『伊藤博文と韓国併合』、31 頁。 









が、1904（明治 37）年 8 月 22 日には、日本側の特命全権公使林権助と韓国側の外部大臣李夏榮、
度支部大臣朴定陽によって、覚書（第 1 次日韓協約）が締結された。 




	 第 1 次日韓協約の締結は、英国と清国に事前通告された後、9 月 5 日に公表された。外交顧
問には日本政府の推薦で米国日本公使館顧問だった米国人のスチーブンスが就任し、財務顧問
には日本の財務省主税局長目賀田種太郎が就任した。 











向に追い込んだ。第 3 軍は旅順総攻撃を繰り返し、激戦の末、1905（明治 38）年 1 月 1 日、つ
いに旅順要塞を陥落させる。同年 3 月の奉天会戦では全軍によって何とか奉天占領に成功した。
一方、海軍は同年 5 月に日本海海戦でバルチック艦隊に壊滅的な被害を与えた。 
	 戦力で確実にロシアに劣る日本の勝利は、欧米各国にとって予想に反するものだった。しか 
                                                   
516 『日本外交文書』第 37 巻第 1 冊、360 頁。 
517 『日本外交文書』第 38 巻第 1 冊、519-520 頁。  
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外務大臣は、1904（明治 37）年 7 月には講和条件に関する意見書を提出し518、桂太郎総理大臣
は、同年 12 月 5 日付の伊藤宛書簡で日露戦争の講和条件についてたたき台となる長文の意見を
示していた519。 
	 1905（明治 38）年 4 月 21 日には、「日露講和条件予定」を閣議決定する。その条件は、①軍
費の賠償、②戦争のため終結したロシア艦艇の交付、③樺太およびその周辺諸島の割譲、④沿
海州沿岸の漁業権獲得、というものだった520。 
	 5 月の日本海海戦大勝利を機に、日本政府は講和に向けて動き始める。5 月 31 日、駐米公使
高平小五郎に訓令し、米国のルーズベルト大統領にロシアへとの講和の仲介を依頼したのであ















                                                   
518 『日本外交文書』第 37 巻・第 38 巻別冊日露戦争Ⅴ、59-63 頁。 
519 「伊藤博文宛桂太郎書簡」『伊藤博文関係文書』二、368-372 頁。 
520 「128.日露講和条件予定ノ件（明治 38 年 4 月 21 日閣議決定）」国立公文書館アジア歴史資料センター、
Ref.B04120029300。  
521 『日本外交文書』第 37 巻・第 38 巻別冊日露戦争Ⅴ、255 頁。 
522 『伊藤博文伝』下、648-650 頁。実際、全権となった小村外務大臣はロシアとの交渉に大変苦労した上、
条約締結後は賠償金放棄に対し国内世論から批判を受けた。 
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立つ 7 月 29 日には、桂太郎総理大臣と米国特使ウィリアム・タフトが会合し、韓国における日
本の支配権とフィリピンにおける米国の支配権を相互に確認した（桂・タフト協定）。また、8 月
12 日には、第 2 次日英同盟により英国のインドにおける特権と日本の韓国における支配を相互
に認めあった。 







日本への引き渡し、⑪極東でのロシア海軍力縮小など 12 項目の講和条件を提出した524。 
	 その後の交渉でロシアの全権ウィッテは終始強硬な態度で談判に臨み、特に当初日本側が示
した「賠償金の支払い」と「樺太全島の割譲」については譲らなかった525。 







	 最終会議として臨んだ 26 日の談判でも調整は付かず、小村はもはや談判を打ち切るよりない 
と桂に打電する527。 
	 桂は、伊藤、山県有朋、松方正義、井上馨の 4 元老と閣僚を集め協議した結果、次のとおり 
                                                   
523 小村寿太郎外務大臣が講和交渉のため不在の間、桂太郎総理大臣が外務大臣を兼任した。 
524 『日本外交文書』第 37 巻・第 38 巻別冊日露戦争Ⅴ巻、277-278 頁。 
525 同上、277-283 頁。 
526 同上、293-295 頁。 
527 同上、279-279 頁。 
































る。政府は戒厳令を出して暴動の沈静化を図り、10 月 14 日にポーツマス条約は批准された。 
	 軍事的、財政的に限界に達しながらの辛勝だったが、日露戦争の結果、日本は大国ロシアに
勝った一等国を自負するようになった。そして、韓国保護国化について、桂・タフト協定（米
                                                   
528 『日本外交文書』第 37 巻・第 38 巻別冊日露戦争Ⅴ巻、302-303 頁。 




1905（明治 38）年 10 月 27 日、「韓国保護権確立実行」を閣議決定する。いよいよ具体的行動に
乗り出す時が到来したのである529。 
 
第 2 次日韓協約締結の強制	 1905（明治 38）年 11 月 2 日、枢密院議長伊藤博文は「韓国皇室
慰問」を名目とした特派大使に任命され、韓国に差遣されることが決まった。伊藤は随員と共

























                                                   
529 『日本外交文書』第 38 巻第 1 冊、526-527 頁。 
530 同上、356-360 頁。 
531 同上、487 頁。 























	 伊藤は、韓参政、閔度支大臣を「反対」、その他の 5 大臣は「賛成」、特に朴外部大臣につ
いては「皇帝の命令に服従」するとしたことから無理矢理「賛成」とした。韓参政は「皇帝に
背き閣僚と意見を異にしたため進退を決するほかなし」として涕泣しつつ退出した。 
	 早速韓国側の意見による協約案の文言修正が行われ、伊藤大使は日付が変わった 11 月 18 日
午前 0 時 20 分に宮廷を退出する。そして午前 1 時、韓国駐箚林権助公使と朴斉純外部大臣の間
で「第 2 次日韓協約」が締結された。協約案が韓国側に初めて示されたのは 16 日午前のことで




                                                   
532 『日本外交文書』第 38 巻第 1 冊、488-491 頁。 
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第1条	 日本国政府は、在東京外務省により今後韓国の外国に対する関係および事務を監理指揮    
	 	 	 すべく、日本国の外交代表者および領事は、外国における韓国人臣民および利益を保護すべし。 









	 第 5 条	 日本国政府は、韓国皇室の安寧と尊厳を維持することを保証す。 
	 （『日本外交文書』第 38 巻第 1 冊、532-533 頁） 
 








	 韓国内では、第 2 次日韓協約締結と同時に協約に対する批判と撤回を求める反対運動が沸き
起こった。『皇城新聞』（韓字）や『大韓毎日申報』（英字）で日本批判が行われ、協約に賛成
した韓国政府の 5 大臣は「乙巳五賊」と呼ばれ糾弾された。 







                                                   
533 『日本外交文書』第 38 巻第 1 冊、503-507 頁。 
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534 市川正明編『韓国併合史料』第一巻（原書房、1978）、31 頁。 
535 『日本外交文書』第 38 巻第 1 冊、953-958 頁。 
536 同上、951-952 頁。『伊藤博文伝』下、702 頁には、「韓民中には、この変革の真相を解せず、暴行を敢え
てする者あり、（中略）一兇漢路傍より車中に投石（後略）」と、第 2 次日韓協約に反対する韓国人暴漢の行
為として記される。 
537 同上、513 頁。 


















せしめざるべからず。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （『伊藤公全集』第二巻、438 頁） 
 

















                                                   
538 『日本外交文書』第 38 巻第 1 冊、513 頁。 
539 同上、528-529 頁。 
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第 4 章	 韓国統監伊藤博文とその死  
 
初代韓国統監に就任した伊藤博文は、韓国閣僚と度々韓国施政改善に関する協議会を開き、韓









ように進まないまま、伊藤は韓国併合を承認し（1909<明治 42>年 4 月）、統監を辞任する（同年 6
月）。伊藤の辞任後まもなく、日本は韓国併合を決定した（同年 7 月）。 
統監辞任後、伊藤は満州のハルピン駅で安重根に銃撃を受け死亡した（同年 10 月）。1910（明治







韓国統監就任と施政改善に関する協議会	 第 2 次日韓協約締結後、直ちに日本政府は、まだ
韓国にあった伊藤と連絡を取りながら協約実施に向け準備に入った。1905（明治 38）年 11 月 22
日には統監および理事官に関する勅令が裁可され、翌 23日、第 2次日韓協約と共に公布された。
同日、列強各国にも協約締結が通告され、その後在韓の各国公使館は順次撤退する。 
	 11 月 28 日、辞職した韓圭卨に代わって外部大臣だった朴斉純が参政大臣となり、12 月 16
日、韓国政府も第 2 次日韓協約（乙巳条約）を公表した。 
	 12 月 20 日、韓国統監府および理事庁官制が公布された。統監は、親任つまり天皇の直接任
命によるとされ、21 日、枢密院議長だった伊藤博文が初代統監に任命された。統監は天皇に直
隷し、また「韓国の安寧秩序を保持する為必要と認むるときは、韓国守備軍の司令官に対し兵





	 一方清国では、12 月 22 日、日本側の小村寿太郎特派全権大使、内田康哉特派全権公使、清
国側の欽差全権大臣慶親王の間で、「満州に関する条約（満州善後条約）」が締結される。その内
容は、日露戦争後のポーツマス条約を受けて、満州におけるロシアの利権を日本に委譲するこ
とを認めるものだった。日露戦後の処理を終え、桂太郎内閣は 1906（明治 39）年 1 月 6 日に総
辞職して、西園寺公望内閣が成立し、外務大臣には加藤高明が就任した。 






















	 続く 2 月 5 日の政友会の統監赴任送別会では、韓国問題を次のように語る。 
                                                   
540 「御署名原本・明治三十八年・勅令第二百六十七号・統監府及理事庁官制」国立公文書館アジア歴史資料
センター、A03020648500。	




























	 伊藤は 2 月 20 日に東京を出発し、3 月 2 日には漢城入りした。 
	 赴任後間もない 1906（明治 39）年 3 月 13 日、伊藤統監は、統監官邸に韓国政府閣僚ら543を招
いて、第 1 回韓国施政改善に関する協議会（以後、「協議会」という）を開いた。第 1 回「協議会」
では、事前に高宗皇帝にも奏聞済みの、伊藤統監が構想する施政改善の概略について協議され
た。その内容は、まず 1000 万円の借款を起こし、それによって第 1 に農事改良、道路修築、排
水、灌漑、植林等の整備により農業を発達させること、第 2 に教育を普及させることである。
各大臣がこれに賛同した。 
                                                   
541 「1906 年 2 月 5 日・政友会の統監赴任送別会に於て」瀧井一博編『伊藤博文演説集』（講談社学術文庫、 
	 2011）、369 頁。 
542
『中央新聞』1906 年 2 月 6 日記事。 
543 参政大臣 朴斉純、学部大臣 李完用、軍部大臣 李根澤、法部大臣 李夏榮、農商工部大臣 權重顕。 
















	 午前 10 時 45 分に始まった第１回「協議会」は長時間に及び、午後 4 時 15 分にようやく終了
する。伊藤は時間をかけて韓国閣僚に自身の目指す施政改善の大略を理解させ、その資金とな
る 1000 万円の借款を了解させたのである545。 
	 第 2 回「協議会」は、3 月 21 日に行われ、当面の借款資金支出案が示された。その内訳は次
のとおりである。 
 
	 	 一	 教育資金	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 約 50 万円 
	 	 一	 仁川水道工事	 	 	 	 	 	 	 	 	 約 217 万円 
	 	 一	 韓国農工銀行補助	 	 	 	 	 	 	 約 50 万円 
	 	 一	 平壌鎮南浦元山間道路（63 里）	 約 65 万 6000 円 
	 	 	 	 光州木浦間道路（25 里）	 	 	 	 約 30 万円 
	 	 	 	 大邱慶州迎日湾間道路（35 里）	 約 42 万円 
	 	 	 	 全州群山間道路（9 里）	 	 	 	  約 12 万円 




                                                   
544 『韓国併合史料』第一巻、131 頁。 
545 同上、127-145 頁。 






	 その他に第 2 回「協議会」で伊藤は、男女同居させている監獄を改良し別居させるよう忠告
したほか、韓国で曖昧である王室と政府の区別、各部大臣（国）と地方官の権限、行政と司法
の区別をそれぞれ明確にすることが必要であると説いた546。 
	 3 月 28 日に開かれた統監府開庁式には、日韓文武官、各国総領事等外国人が招待され、伊藤
の就任が併せて披露された。伊藤は着任披露園遊会の場で「韓国の施政改善に対しては、満腔
の熟誠をもって之に当たらん」547との決意を示す。 













り候はずにこれ有り候。	 	 	 	 （「山県有朋宛伊藤博文書簡」『山県有朋関係文書』1、140-142 頁） 
 
	 伊藤は「赴任公務、頗る繁忙を極め」548ていたが、警察力を増強した上で 1000 万円の借款
により教育および農工業を発展させるという、自身の思いどおりに韓国の施政改善に着手して
おり、統監の仕事は着々と進むかにみえた。 




                                                   
546『韓国併合史料』第一巻、145-170 頁。  
547 同上、170 頁。 
548「末松謙澄宛伊藤博文書簡」『伊藤博文伝』下、712 頁。 
































                                                   
549 『韓国併合史料』第一巻、171-184 頁。 
550 同上、189-198 頁。 
551 同上、203-218 頁。 
552 同上、217 頁。  





































                                                   
553 伊藤孝夫「第 5 章  統監府司法改革の着手」『伊藤博文と韓国統治』、93-94 頁。 
554 『韓国併合史料』第一巻、218-231 頁。 




















	 7 月 2 日、皇帝高宗に謁見した伊藤は、宮中に依然巫女が出入りし政教が分離されていない
こと、皇帝高宗が排日思想をもつ儒生とつながり義兵に資金を提供していること、上海、ウラ
ジオストクにいる密使とも往来があることなどを非難し、宮中改革の必要を奏上した558。 




	 7 月 7 日には宮禁令が制定された。しかし、宮中への儒生の出入りなど排日の動きは相変わ
らずだったため、27 日、伊藤は再び高宗に謁見して根本的な宮内府制度改革の必要性を奏上す
ることになる。 
	 宮中改革などに苦心する中、第 8 回「協議会」（7 月 12 日）で伊藤は日露戦争に言及し、韓国 
                                                   
555 『伊藤博文伝』下、716-717 頁。  
556 後の伊藤博邦。井上馨の兄の子。 
557 『続伊藤博文秘録』、174-176 頁。『伊藤博文伝』下、717-718 頁。『続伊藤博文秘録』によれば、伊藤家
には妻に残すとした 10 万円の財産もなかったが、伊藤はそれを知らないままだったという。 
558 『伊藤博文伝』下、721-723 頁。『韓国併合史料』第一巻、243 頁。皇帝高宗の元に出入りする儒生が「島
夷敵臣伊藤、長谷川」云々と書かれた書類を持っており、憲兵が「これ陛下の語なりやと詰問せしに、同人
は然りと答えた」という。  
559 『韓国併合史料』第一巻、239-253 頁。 




























	 日本から韓国への 1000万円の借款のうち、予定どおりまず 500万円が支払われることとなり、
これによって衛生設備の整備、大韓病院、医学校の建設、官公立普通学校への日本人教師派遣
や地方行政制度改革などが行われていく。1906（明治 39、光武 10）年度の韓国の予算は 748 万円
でしかなかったが、日本からの起業資金（借款）139 万円が繰り入れられ、決算額は 865 万円と
なった。翌 1907（明治 40、光武 11）年予算は、1319 万円のうち 362 万円が日本からの借款によ
る562。伊藤は着々と改革の手はずを整えていた。改革が進めば、反発する韓国民も「悦服」563、 
                                                   
560 『韓国併合史料』第一巻、310 頁。 
561 同上、320-348 頁。 
562 統監官房『韓国施政年報  明治 39・40 年』（韓国統監府、1908）、169-177 頁。  































	 	 〔憲政資料室資料『伊藤博文文書』（その 2）書類の部 108「韓国施設経営事項の条挙併に対韓方策」〕 
 
                                                                                                                                                                      
563 『韓国併合史料』第一巻、219 頁。 




再来を果して求むる乎」との内容から、伊藤の 3 月赴任以後の 1906（明治 39）年内の、韓国を
一時的に離れた時期と考えられる。伊藤が韓国を離れたのは、赴任後１カ月半を過ぎた 4 月半
ばから 6 月半ば、および冬季の 11 月半ば以降である。覚書には第 9 回「協議会」（7 月 23 日）
以降、皇帝が政府の決定によらず独自に外国人らに特許を発したり特赦を行ったりしている問
題について、朴斉純参政大臣らが皇帝への諫言が困難であることを述べていること、直前の第
12 回「協議会」（11 月 16 日）で伊藤が排日の昇后運動に懸念を示していること等から、伊藤が























                                                   
564 『伊藤博文伝』下、744-745 頁。 















発を韓国政治の 4 大弊害とし、これらを正さなくては韓国に救いはないと主張した566。 












前年 11 月に第 2 次日韓協約を結んだことで人民からは「乙巳五賊」と呼ばれて糾弾され、身の
危険を感じながら施政改善を進めてきたものの、人民の理解は得られない。伊藤は一応の説得
を試みるが、朴参政大臣の辞意は翻らなかった。 
	 5 月 22 日に閣僚の更迭が行われ、参政大臣は伊藤統監の推薦によって日本寄りの李完用に変
                                                   




566 『韓国併合史料』第一巻、417-437 頁。 
567 伊藤孝夫「第 5 章  統監府司法改革の着手」『伊藤博文と韓国統治』、99-100 頁。 
568 『韓国併合史料』第一巻、449 頁。 
































り最も適切緊要なる方針は、誠実に日本と親睦し日本とその存亡を共にするの決心を為すにあり。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	




                                                   
569 『日本外交文書』第 40 巻第 1 冊、556-560 頁。 








ていれば合併される恐れなく実力を養うことができる、との 3 点を挙げた570。 
 
	 6 月には内閣官制が公布されて、議政府は内閣となり、参政大臣は内閣総理大臣となった。 









	 日本は従前からハルバートや 3 人の密偵の行動を内偵しており、5 月末には韓国内閣改造に
当たって伊藤が皇帝高宗に万国平和会議や親書の話をちらつかせたとおり、その内容は随時韓
国の伊藤統監にも報告されていた。しかし実際に皇帝高宗の関与がどの程度のものなのかは、






  同 7月 3日、伊藤統監は皇帝高宗にハーグ万国平和会議への密使派遣に関する電報を提示し、
事件が露になっていることを知らせてその責任を問うた。そして、李完用総理大臣に勧告し、
「その行為は日本に対し公然敵意を発表し協約違反たるを免れず。故に日本は韓国に対し宣戦 
                                                   
570 『日本外交文書』第 40 巻第 1 冊、561-565 頁。 
571 同上、430 頁。 







第 1 回日露協約とアネキゼーション（併合）	 1907（明治 40）年初めから、日露戦争後の双方
の権益を定めるため第 1 回日露協約573交渉が行われていた。その過程で伊藤は、ロシアから韓




使が 4 月 6 日に提出した意見の中で、「秘密条約とするなら、婉曲的表現でなく[annexation(併合)]
に及ぶ意味であることをロシアに対し明らかにすべき」と述べたのが最初である。 
















                                                   
572 『日本外交文書』第 40 巻第 1 冊、454 頁。 
573 第 1 回日露協約（1907<明治 40>年 7 月 30 日調印）では、日露間および両国と清国間の条約の尊重、清国
の独立および領土保全並びに列国商工業の機会均等承認を約した。また、秘密協約で、満州における両国の
利益範囲を協定し、韓国における日本の、外蒙古におけるロシアの特殊利益を相互に承認した。 
574 『日本外交文書』第 40 巻第 1 冊、121-124、173-175 頁。  























約でロシアは、7 月 24 日付で新たに結ばれた第 3 次日韓協約の内容を含め、韓国との「該関
・ ・
係の益々発展




                                                   
575 『日本外交文書』第 40 巻第 1 冊、124-126、132-133 頁。 
576	伊藤之雄『伊藤博文	近代日本を創った男』、512-514 頁。 
577 『日本外交文書』第 40 巻第 1 冊、157 頁。 
578 同上、174 頁。 
   
 
 179 
第 2 節	 第 3 次日韓協約と伊藤博文  
 
第 3 次日韓協約の締結 	 皇帝高宗が万国平和会議に密使を送ったハーグ密使事件を受け、1907







度支大臣には日本人を任じること」の 3 条が提出された。 













に、ハーグ密使事件の責任を取らせる形で高宗を退位させた（7 月 18 日）。対韓処理方針の第 2
要綱案で示された日本政府のシナリオどおり、皇帝の譲位が韓国政府主導で行われたのである。 
	 7 月 20 日には譲位式が行われ、皇太子が皇帝純宗となった。皇帝の譲位に動揺した宮中の近 
衛兵は国務大臣殺害の計画を立て、激昂した韓国民は実際に李完用総理大臣の邸宅に放火し全 
焼させた。高宗退位に関わったこの時の韓国大臣 7 人は、韓国で「丁未七賊」と呼ばれる583。 
                                                   
579 『日本外交文書』第 40 巻第 1 冊、455 頁。 
580 同上、456 頁。 
581 同上、460-465 頁。 
582 同上、455 頁。 
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	 1907（明治 40）年 7 月 24 日、韓国統監伊藤博文と韓国の李完用総理大臣の間で第 3 次日韓協
約が結ばれた。同月 12 日に日本政府の対韓処理方針が示されてから、皇帝譲位（20 日）、新協













	 第 2 次日韓協約は「韓国の富強の実を認める時に至る迄」584と一応期限を設けての条約だっ
たが、第 3 次日韓協約では、日本政府と韓国政府は期限なしで「韓国の富強を図り韓国民の幸
福を増進せんとする」ことが目的とされた。第 7 条は、第 1 次日韓協約での日本政府の推薦す
る日本人 1 名を財務顧問として傭聘する内容の項目だが、第 3 次日韓協約第 5・6 条により意味
を失い廃止された。 








                                                                                                                                                                      
583 内閣総理大臣  李完用、農商工部大臣  宋秉畯、軍部大臣  李秉武、度支部大臣  高永喜、法部大臣  趙重応、  
 学部大臣  李載崑、内部大臣  任善準。 
584 『日本外交文書』第 38 巻第 1 冊、532 頁。  
585 堀口修・西川誠編『末松子爵家所蔵文書』下（ゆまに書房、2003）、387 頁。  
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	 一 大審院 1カ所  
	 	 	 院長および検事総長は日本人とす 
	 	 	 判事の内2名、書記の内5名を日本人とす 
	 	 	 二 控訴院 3カ所 
	 	 	 判事の内2名、検事の内1名、書記の内5名を日本人とす 
	 三 地方裁判所 8カ所 
   	  所長および検事正は日本人とす 
	 四 区裁判所 113カ所 
	 	 	 判事の内1名、書記の内1名を日本人とす 
第二 左記の監獄を新設す 
	 一 監獄 9カ所 
	 	  典獄 [監獄の長] は日本人とす 
	 	  看守長以下吏員の半数を日本人とす  （各位置等詳細省略） 
第三 左記の方法に依りて軍備を整理す 
	 一 陸軍一大隊を存して皇宮守衛の任に当たらしめ、その他は之を解隊すること 
  一 教育ある士官は韓国軍隊に留まるの必要あるものを除き、他は日本軍隊に附屬せしめて実 
	 	  地練習を為さしむること 
  一 日本において韓国士官養成のため相当の設備を為すことヲ 
第四 顧問又は参与官の名義を以もって現に韓国に傭聘せらるる者は総て之を解雇す 
第五 中央政府および地方庁に左記の通り日本人を韓国官吏に任命す 
	 一 各部次官 



































	 第 3 次日韓協約実行のための覚書に基づき、8 月 1 日、韓国政府は軍隊を解散して近衛歩兵
隊以外の軍隊を廃止した。 
	 翌 2 日には、元号が「光武」から「隆熙」に改められた。 
                                                   
586 『伊藤博文伝』下、762-763 頁。 
587 「新聞記者及通信員招待会に於て」『伊藤博文演説集』、384 頁。「伊藤統監の対韓演説」1907 年 7 月 31 日
『中央新聞』。 
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義兵闘争の激化と韓国統治	 第 3 次日韓協約覚書により軍隊が解散されたことは、予想以上




	 1907（明治 40）年 10 月 26 日、内閣の更迭や皇帝の譲位でしばらく行われていなかった「協

























	 詔勅は伊藤の献言により行われ、第 3 次日韓協約の内容を皇帝から韓国人民に知らしめよう
とするものだった。 
	 伊藤の帰国中、その指示に従って第 3 次日韓協約に基づく韓国中央官制および地方官制の改
正が行われた。曽禰荒助副統監によって「協議会」も引き続き開催されており、日本政府から
韓国政府への貸付金計 1900 万円余を、1907（明治 40）年 10 月から 1913（明治 46）年 3 月にかけ
                                                   
588 『韓国併合史料』第二巻、651 頁。 
589 同上、681 頁。 




	 伊藤の帰任後に開催された第 38 回「協議会」（1908<明治 41>年 4 月 22 日）では、義兵もほぼ鎮




	 伊藤の意を受け、政府内部は初めて地方官会議を開催することにし、1908（明治 41）年 4 月
27 日から 5 月 9 日にかけて、各道の書記官を召集して各地方官の執務状況や財産、地方税制等
について聴取討論する。その上で各道観察使を一同に集めた観察使会議を 5 月 25 日から 6 月 2
日にかけて開催し、地方政務の状況および改善に関する意見聴取を行った。 







午後 2 時半に始まった会議は長時間にわたり、夜 9 時 40 分、ようやく散会した591。 
	 義兵への対策として、1907（明治 40）年末に帰順者免罪の詔勅が公布されて帰順勧奨が行わ
れ、討伐も進んだことから、1908（明治 41）年当初には大規模な義兵闘争は徐々に収まった。
しかしその後も 100 名から 400 名に及ぶ義兵集団が各地に現れては鎮圧され、また小規模の義
兵活動は頻発していた592。 





                                                   
590 『韓国併合史料』第二巻、840 頁。 
591 同上、857-880 頁。 
592 統監府『第二次韓国施政年報  明治 41 年』（韓国統監府、1910）、57 頁。  
593 総理大臣  李完用（留任）、内部大臣  宋秉畯（農商工部より）、度支部大臣  任善準（内部より）、軍部大
臣	李秉武（留任）、法部大臣	高永喜（度支部より）、学部大臣	李載崑（留任）、農商工部大臣	趙重応(法
部より) と、閣員は変わらず入れ替えのみの更迭。	
   
 
 185 























	 6 月 9 日、第 41 回「協議会」で伊藤統監は、暴徒鎮圧のための警察力増加の方策として、先
の第 39 回「協議会」（4 月 29 日）で勘考中としていた自らの意見を開陳していた。その方策と






                                                   
594 憲政資料室資料『倉富勇三郎関係文書』30-1「陸軍将校招待席上伊藤統監演説要領筆記」。 
595 憲政資料室資料『伊藤博文文書』（その 1）書類の部 212−4「陸軍将校招待席上伊藤統監演説要領筆記」。 
596 『韓国併合史料』第二巻、889 頁。 
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	 同年 8 月までに、前年軍隊解散のため離職した元軍人の中から 4000 名の憲兵補助員が採用さ
れ、義兵の探索、民情探索などの任務に従事することになった。また韓国政府は同 8 月、帰順
者免罪の期限を同年 10 月 31 日と定める詔勅を出し、期限までの帰順者累計は 8700 名を超える
までになった。韓国政府は帰順者に公共工事への従事を斡旋し、再び暴徒に戻ることがない方
法も講じた597。 
	 統監府の記録によれば、1907 年 7 月から 1908 年末までに討伐に従事した憲兵と警察の死傷




般人民のうち、死亡した韓国人 1259 名、日本人 125 名、清国人 1 名、焼失戸数 6681 戸に対し、
1908（明治 41）年中に合計 9 万 4000 円余りの恩賜金が交付された598。 
	 しかし 1908 年末に一旦鎮静化していた義兵も、翌 1909 年春には再び数百人規模で各地にし
ばしば出没するようになる。1909 年中の損害は、討伐従事者は死亡 11 名、負傷 27 名、義兵側
は死亡 3001 名、負傷 286 名で、帰順した者 2091 名、捕らえられた者 2844 名だった599。伊藤
が統監の間、いや統監辞任後も、義兵闘争の終息をみることはなかったのである。 












                                                   
597 『第二次韓国施政年報  明治 41 年』、57 頁。 
598 同上、58 頁。 
599 朝鮮総督府『第三次施政年報  明治 42 年』（朝鮮総督府、1911）、63-64 頁。 
600 憲政資料室資料『伊藤博文文書』（その 1）書類の部 385−2「伊藤統監李総理対談筆記」。 






















	 1909（明治 42）年 1 月には、皇帝純宗の巡幸が韓国南部（1 月 4 日〜14 日）、北西部（同月 27 日






	 日本では、明治初年代から 10 年代にかけて明治天皇が 6 回に渡って日本中を巡幸して回り、
国民に天皇中心の国家体制への意識を浸透させる役割を果たした。伊藤は、この明治天皇巡幸
に倣って、韓国でも皇帝巡幸とそれに伴う日韓合同行事を行うことにより新体制への韓国民の 
                                                   
601 李垠は大韓帝国最後の皇太子で、称号は英親王。訪日後は、学習院、陸軍幼年学校、陸軍士官学校で学ん
だ。韓国併合後は日本の王族となる。妃は梨本家の方子女王。  
602 「桂太郎宛書簡」『伊藤博文伝』下、823 頁。 
603 『日本外交文書』第 42 巻第 1 冊、183 頁。 






























の統監統治を批判した。日本政府内でも、1908（明治 41）年 7 月に成立した第 2 次桂内閣の桂
太郎総理、小村寿太郎外務大臣ら政府中枢や国内世論も韓国併合に傾いていた608。 




                                                   
604 「大邱歓迎会にて」『伊藤公全集』第二巻、475 頁。 
605 「釜山歓迎会にて」同上、477 頁。 
606 小川原前掲書、260-265 頁。 
607 「大邱理事官官舎に於ける郡守両班儒生に対する訓示」『伊藤公全集』第二巻、485-490 頁。 
608 『伊藤博文伝』下、837-838 頁。 
609 同上、1012-1015 頁。 
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	 同月 23 日には、伊藤は東洋協会の韓国観光団歓迎会の席上で、「従来両国は両国として共に
存立し共に並立せしに、今や方に協同的に進まんとする境遇となり進んで一家たらんとせり」
と初めて「日韓一家説」を述べ、暗にではあるが公に併合を肯定した610。 
	 伊藤は、日本政府が 1904（明治 37）年 5 月に対韓方針、対韓施設綱領を定めた時から、併合
の可能性は認めていただろう。しかし、いつ頃から「併合止むなし」と考えるようになったか
については議論が分かれる。すなわち、①1904（明治 37）年 5 月、「対韓方針」「対韓施設綱領」
決定の最初から、②1907（明治 40）年 4 月、第 1 回日露協約の交渉過程で、伊藤が韓国「アネ




	 	  
	 	 韓国八道より各十人議員を選出し、衆議院を組織する事 
	 	 韓国文武両班の中より五十人の元老を、互選をもって選出し、上院を組織する事 
	 	 韓国政府大臣は韓人をもって組織し、責任内閣と為すべき事 
	 	 政府は副王の配下に属す	  
 
	 	 完全の合併なれば協商の必要なし。宣言にして足れり 
	 	 韓皇室、如何に処分すべき乎 
	 	 各国に対し執るべきの処置は如何	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （『末松子爵家所蔵文書』下、389 頁） 
 




結（1905<明治 38>年 11 月）より以前に記されたものと思われる。 
	 伊藤の韓国統治の理想は、韓国が他国の容喙なく日本の管理下で「文明国」612となって「健
全な自治」613を行い、韓国民は「悦服」614し、ひいては日本次いで韓国の利益となることだっ
                                                   
610 『伊藤公全集』第二巻、494-496 頁。 
611 1907（明治 40）年 7 月 12 日に閣議決定された「対韓処理方針」第 2 要綱案但し書に、「統監は副王若し
くは摂政の権を有すること」とある。 
612 『日本外交文書』第 40 巻第 1 冊、561 頁。 
613 『伊藤博文演説集』、384 頁。 















った。しかし、韓国統治にそれ以上の打開策を見いだせないなか帰国し、4 月 10 日、桂・小村
両大臣から併合方針案を提案されて、これに即時同意したのである。 






	 6 月 14 日、伊藤は統監を辞任し、即日枢密院議長に任じられた。伊藤の後任には、桂総理大
臣の案どおり副統監だった曽禰荒助が就任した。1909（明治 42）年 7 月 6 日には「韓国併合に
関する件」および「対韓施設大綱」が閣議決定され、同日裁可されたのである。 
 
	 	 	 	 韓国併合に関する件 





                                                                                                                                                                      
614 『伊藤公演説集』、369 頁。『韓国併合史料』第一巻、219 頁。  
615 「山県有朋宛桂太郎書簡」『山県有朋関係文書』1、355 頁。 












合に関する件」は、3 月 30 日に小村外務大臣から桂太郎総理大臣に提出され、4 月 10 日に伊藤

















	 	 第 2、韓国に関する外国交渉事務は、既定の方針に依り之を我が手に把持する事 
	 	 第 3、韓国鉄道を帝国鉄道院の管轄に移し、同院監督の下に南満州鉄道との間に密接なる連絡	  
	 	 	 	 	 を付け、我が大陸鉄道の統一と発展を図る事 
                                                   
616 「朝鮮総督府外字局長小松緑宛前外務次官倉知鐵吉覚書」『伊藤博文伝』下、1012-1013 頁。  
617 同上、1013-1014 頁。  
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	 	 第 4、なるべく多数の本邦人を韓国内に移植し、我が実力の根底を深くすると同時に、日韓間	  
	 	 	 	 	 の経済関係を密接ならしむる事 
	 	 第 5、韓国中央政府および地方官庁に在任する本邦人官吏の権限を拡張し、一層敏活にして統 





	 伊藤は、事務引継のため 1909（明治 42）年 7 月 1 日に大磯を出発し、5 日夜、韓国漢城に入
っていた。日本で韓国併合の方針が閣議決定、裁可された同じ日の 7 月 6 日に、伊藤は韓国皇
帝純宗に謁見して統監辞任の挨拶を行い、皇帝はその功績に対する謝意とともに、将来の皇太
子の教育および皇帝への輔翼への希望を述べている619。 
	 伊藤は韓国に渡る直前の 7 月 3 日、桂太郎総理大臣宛に韓国司法および監獄事務委託に関す
る意見書に協約案を付けて送付した620。この案は、7 月 6 日、伊藤の提案通り閣議決定して天
皇の裁可を受け、桂総理から「閣下の御来示の方法に依り韓国政府との間に交渉を遂げられん
ことを希望す。」と伊藤に任せる旨が通知された621。 









	 	 獄事務を日本政府に委託すること 
                                                   
618 「朝鮮総督府外字局長小松緑宛前外務次官倉知鐵吉覚書」『伊藤博文伝』下、1014 頁。  
619 『日本外交文書』第 42 巻第 1 冊、180-182 頁。「純宗実録」1909 年 7 月 6 日記事『朝鮮王朝実録』、国史
編纂委員会。『日本外交文書』第 42 巻第 1 冊の筆記録で、日付が 7 月 3 日となっているのは誤り。伊藤は 3
日、まだ日本にいた。  
620 『日本外交文書』第 42 巻第 1 冊、177-179 頁。 
621 同上、179 頁。 
622 同上、182 頁。  
623 小川原前掲書、226 頁。 




	 	 吏に任用すること 
第3条	在韓国日本裁判所は法令に特別の規定あるものの外韓国臣民に対しては韓国法規を適用 
	 	 すること 
第4条	韓国地方官庁および公使は、各職務に応じ司法および監獄の事務に付き在韓国日本当該 
	 	 官吏の指揮命令を受け、又はその補助を為すこと 
第5条	 日本国政府は韓国の司法および監獄に関する一切の経費を負担すること 
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第 3 節	 安重根と伊藤博文  
 












藤は 3 発の銃弾を受けており、うち 2 発は致命傷だった。銃撃から約 30 分後、伊藤は息絶えた。
7 連発されたうちの 3 発は、ハルピン駐在川上俊彦総領事、南満州鉄道株式会社の田中清次郎
理事、随行者の森泰二郎秘書官にもそれぞれ怪我を負わせた。同行していた南満州鉄道株式会
社の中村是公総裁の手配により、列車は伊藤の遺骸を乗せたまま大連に戻ることになり、その








4 日、日比谷公園において国葬が執り行われる。満 68 歳の生涯だった。 
	 伊藤の死に関して東京帝国大学文科大学学長井上哲次郎（1856-1944）は、「ハルピンにおいて 
                                                   
624 『日本外交文書』第 42 巻第 1 冊、193 頁。 
625 『伊藤博文伝』下、865-866 頁。 
626 礫川全次『安重根事件公判速記録』(批評社、2014)178-189 頁。『日本外交文書』第 42 巻第 1 冊、197 頁。  
627 『日本外交文書』第 42 巻第 1 冊、199 頁。 
628 「純宗実録」1909 年 10 月 28 日記事『朝鮮王朝実録』、韓国国史編纂委員会。 



















	 11 月 2 日、安重根は他の被告人らと共に旅順に向け護送された631。同月 6 日、安は監獄内で、
鉛筆で認めた「伊藤博文の罪悪」15 カ条を監吏に提出する。その内容は次のとおりである。 
 
	 	 1. 1867年、明治天皇の父親太皇帝陛下 [孝明天皇] を殺害した大逆不道のこと 
	 	 2. 1894年、人を韓国に遣わし兵を宮廷に突入させ、韓国王妃を殺害させたこと 
	 	 3. 1905年、兵力をもって韓国宮廷に突入し、皇帝を脅して第2次日韓協約を定めたこと 
	 	 4. 1907年、さらに兵力を加えて韓国皇帝の前に突入し、抜剣し脅して第3次日韓協約を定めた後、
皇帝を廃位したこと 
	 	 5. 韓国内の山林、河川、鉱山、鉄道、漁農商工業等を皆収奪したこと 
	 	 6. 所謂第一銀行券を韓国内に流通させ、全国の財政を枯渇させたこと 
	 	 7. 国債1300万元を韓国に負わせたこと 
	 	 8. 韓国内の学校の書籍を押収して燃やし、内外の新聞が人民に伝わらないようにしたこと 
	 	 9. 韓国内において国権回復のために蜂起した多くの義士を暴徒と称し、銃殺又は絞殺し、甚だ 
                                                   
629 『伊藤博文伝』下、901-903 頁。 
630 「安応七歴史」『韓国警察報告資料巻の 3』、国立公文書館アジア歴史資料センター、Ref.A05020350600。 
631 『日本外交文書』第 42 巻第 1 冊、207-208 頁。 
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	 	 	 しきは義士一家全部を殺害して、その数は十余万人に上ること 
	 	 10. 韓国青年の外国遊学を禁止したこと 
	 	 11. 所謂韓国政府大官の五賊七賊等、一進会の輩と結び、韓国人が日本の保護を望んでいると言
わせたこと 
	 	 12. 1909年、さらに韓国司法および監獄事務委託に関する覚書を定めさせたこと 
	 	 13. 韓国全土を日本の属邦であるかのように宣言したこと 
	 	 14. 韓国は1905年以来安らかな日はなく、2000万の生霊の泣き声は天を振るわせ、未だに殺戮、
砲弾弾雨は絶えない。伊藤だけが韓国は太平無事であると、上は明治天皇を欺いていること 
	 	 15.これより東洋平和は永く破れ、幾万の人が滅亡を免かれないこと 













	 安は 16 日に結審した予審においても、伊藤暗殺の理由として監吏に示した「伊藤博文の罪状」




	 嫌疑者等の尋問が終了した 11 月 30 日、旅順に派遣されていた倉知鉄吉政務局長は小村寿太
郎外務大臣宛に極秘電報を送り、安重根の処罰に対する政府の意向を問い合わせる。「法院に
                                                   
632 『安重根事件公判速記録』、178-189 頁。『日本外交文書』第 42 巻第 1 冊、209 頁。 
633 新聞集成明治編年史編纂会編『新聞集成明治編年史』第 14 巻（林泉社、1936-40）、171 頁。  

















	 安重根は、1910（明治 43）年 2 月 14 日、関東都督府地方法院において死刑判決を受け、翌月
3 月 26 日に絞首刑に処せられた。 
 
安重根の東洋平和論 	 尋問が終了した 1909（明治 42）年 12 月 13 日、安重根は自身の生涯を『安












                                                   
634 『日本外交文書』第 42 巻第 1 冊、211-212 頁。 
635 同上、212-213 頁。 


















































清の人民数億がこれに加入）から 1 人 1 円の会費を徴収し、財源とする。④銀行を設立し、まず兌
換券を発行して信用を得、金融を円満にする。⑤各要所に平和会支社を置く。⑥列強に対抗す




抗することを説いた（1863<文久 3>年）639。明治初期にも 3 国の対等連帯を志向する動きがあり、
1880（明治 13）年に発足した興亜会も当初は 3 国をはじめ東洋の団結を目的としたし、自由民
権運動家の植木枝盛（1857−92）は独自のアジア連合論を説いた。 
	 しかし、その後の日本と清国の対立やロシアの進出などで東アジア情勢が大きく変化する。 
                                                   
636 「東洋平和論」序文、安重根著／うのていを訳『安重根自叙伝・東洋平和論』（愛知宗教者九条の会、2011）、  
	 87-90 頁。  




638 国家報勲処・光復会『21 세기와 동양평화론（21 世紀と東洋平和論）』（1996）掲載の平石法院長の聴取書 
 の影印（59-71 頁）から、東洋平和に関する部分（67-69 頁）をまとめたが、後半速記（竹内書記による）の  
 筆が乱れて十分読み取れない部分がある。 
639 「海舟日記」、勝海舟『解離録・建言書類』（原書房、1968）、17 頁。「今朝、桂小五郎、対馬藩大島友之  
 允同道にて来る。朝鮮の議を論ず。我が策は、当今亜細亜洲中、欧羅巴人に抵抗する者なし、これ皆規模狭  
 小、彼が遠大の策に及ばざるが故なり。今我が邦より船艦を出し、広く亜細亜各国の主に説き、横縦連合、  
 共に海軍を盛大し、有無を通じ、学術を研究せずんば、彼が蹂躙を遁がるべからず、先ず、最初隣国朝鮮よ  
 りこれを説き、後支那に及ばんとすと。同人悉く同意」。  































                                                   
640 大アジア主義、汎アジア主義とも言う。アジア主義は、フィリピン独立運動や中国革命運動などへの関与
も生んだが、しだいに国権拡張の性格を強め、第 2 次世界大戦期の大東亜共栄圏思想へとつながっていく。 
641 「山形市の歓迎会に於て」『伊藤公演説全集』、316-319 頁。 
642 「福島歓迎会に於て」『伊藤博文演説集』、412-418 頁。 
643 「大連官民歓迎会に於て」同上、419-420 頁。 





























伊藤の死後	 1909（明治 42）年 12 月 4 日、親日の政治団体一進会（会長李容九）が、日韓合邦を
韓国皇帝純宗、韓国統監曽禰荒助、総理大臣李完用に上奏し、日本と韓国が対等な立場で新た
                                                   
644 「旅順官民歓迎会に於て」『伊藤博文演説集』、421 頁。 
645 孫文は、1924（大正 13）年 11 月 28 日に神戸で行った「大アジア主義」講演で、西洋の覇道に対しアジ
アをはじめ被圧迫民族の提携を呼び掛けた。  
646 山室信一「未完の[東洋平和論]−その思想的流れと可能性について−」、李泰鎮（イ・テジン）ほか安重根ハ  
	 ルピン学会『영원히  타오르는  불꽃（永遠に燃え上がる火花）』（知識産業社、2010）、386 頁。山室信一    
 『アジアの思想史脈-空間思想学の試み』（人文書院、2017）、第 8 章。 





国最大の政治団体だった大韓協会らは反対を表明した。12 月 22 日には李完用総理大臣が襲わ
れ、刃物で 3 カ所刺され重傷を負う事件が発生する647。 
	 1910（明治 43）年 6 月 3 日、日本政府は「併合後の韓国に対する施政方針」を閣議決定する648。
同年 8 月 22 日には、漢城において韓国統監府統監寺内正毅と韓国総理大臣李完用の間で「韓国
併合に関する条約」が締結され、同月 29 日公布された。 






の増進を図る」（第 6 条）とされた649。	  
  併合により「大韓帝国」は消滅した。韓国は日本の一地域である「朝鮮」とされ、1945（昭
和 20）年 8 月 15 日の日本の敗戦受け入れまで、35 年に及ぶ日本の統治が始まる。韓国併合条
約が公布された 1910（明治 43）年 8 月 29 日に朝鮮総督府が設置され、9 月 30 日には朝鮮総督
府官制が定められて、初代総督には韓国統監だった寺内正毅がそのまま就任した。 





	 時代は下った 1932（昭和 7）年、朝鮮京城の南山北麓にある奨忠壇公園に、博文寺





                                                   
647 「伊藤公爵薨去後ニ於ケル韓国政局並ニ総理大臣李完用遭難一件」国立公文書館アジア歴史資料センター、 
	 Ref.B03050610300。  
648 『日本外交文書』第 43 巻第 1 冊、66 頁。 
649 同上、685-686 頁。  
650 黒龍会『日韓合邦秘史』下巻（原書房、1966）、709-711 頁。  




	 1939（昭和 14）年 10 月 15 日には安重根の次男安俊生が博文寺を訪れ、父安重根の法要を行

























                                                   
651 中根環堂『鮮満見聞記』（中央仏教社、1936）、25-27 頁。大韓帝国の首都漢城府は、併合後、京城府とな  
 った。興化門は、博文寺が破壊され、跡地に建てられた韓国迎賓館の正門として使用された後、慶熙宮復元  
 計画に伴い、慶熙宮跡に再び移された。 
652 水野直樹「第 12 章  植民地朝鮮における伊藤博文の記憶」『伊藤博文と韓国統治』、292-295 頁。 































































後の韓国保護国化の方針を決定すると（1904 年 5 月）、第 1 次日韓協約で韓国の外交、財政権を
監督下に置いた（同年 8 月）。  
	 1905（明治 38）年 4 月、日本政府は韓国の「保護権確立」方針を閣議決定する。伊藤は再び
韓国皇室慰問を名目に渡韓し、韓国を完全に保護国化する第 2 次日韓協約を強制的に締結させ
                                                   
653 『日本外交文書』第 27 巻第 1 冊、578-580 頁。 
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た（1905 年 11 月）。そして初代韓国統監を引き受けた伊藤は、韓国閣僚らと施政改善に関する協
議会を度々開いて改革を進めようとした。 








を得ず韓国を保護国としたるなり。	 	 	 	  




や義兵活動は治まることはなかった。結局伊藤は、その 2 年後の 1909 年 4 月に韓国併合に合意














                                                   
654「新聞記者及通信員招待会に於て」『伊藤博文演説集』、385 頁。 


































く、第 2 次日韓協約（1905）によりそれを完成させた。1907 年には日仏協約によりフランスに

































                                                   
655 山室信一『日露戦争の世紀−連鎖視点から見る日本と世界−』（岩波新書、2005）第 5 章  世界とのつながり
	  日本へのまなざし。  
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	 近代に引き続き 20 世紀の世界では、西洋文明が正であり絶対的に強者であることが信じられ
てきた。しかし 20 世紀終盤、91 年に冷戦が終わる頃から西洋文明の絶対性は揺らぎ始める。





	 また 21 世紀になって BRICs（ブラジル、ロシア、インド、中国）をはじめとする新興経済国の台
頭が顕著となり、世界経済に大きな変化をもたらした。世界経済に多大な影響を与えるのは米




















































                                                   
656 李泰鎮ほか『永遠に燃え上がる火花』（2010）は、日韓の研究者らによる、安重根の伊藤暗殺事件や旅順
での裁判の検証、安の東洋平和論についての研究論文集である。  




























	   
                                                                                                                                                                      
田利彦『日本の朝鮮植民地支配と警察』（松倉書房、2009）など。  









国立国会図書館デジタルコレクション  （http://dl.ndl.go.jp）  
国立国会図書館帝国議会会議録検索システム  （teikokugikai-i.ndl.go.jp） 
国立公文書館アジア歴史資料センター  （www.jacar.go.jp） 
国立公文書館デジタルアーカイブ  （www.digital.archives.go.jp） 
韓国国史編纂委員会	（www.history.go.kr） 
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統監府『第二次韓国施政年報  明治 41 年』、韓国統監府、1910 
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山口県教育会『吉田松陰全集』第 8 巻、大和書房、1972 
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김흥수（キム・フンス）『한일관계의  근대적  개편  과정（韓日関係の近代的改編過程）』、ソウル大学出版文
化院、2009 
李泰鎮（イ・テジン）ほか安重根ハルピン学会『영원히  타오르는  불꽃（永遠に燃え上がる火花）』、知識産
業社、2010 
李鐘珏（イ・ジョンガク）『이토  히로부미  원흉과  원훈의  두  얼굴（伊藤博文  元凶と元勲の二つの顔）』、 
	 	 東亜日報社、2010 
韓相一（ハン・サンイル）『이토  히로부미와  대한제국（伊藤博文と大韓帝国）』、カチクルパン、2015  




	 西暦（元号）年	 	 	  伊藤博文関係事項   日本・朝鮮（韓国）・清国の動き	
1841（天保 12）  9.誕生 
1854（安政元）  3.日米和親条約締結 
1857（安政 4）   2 .海防のため長州藩担当の相模に派遣 .	 9.松下村塾に入る   
1858（安政 5）   6.日米修好通商条約．7〜10.長州藩から京都に派遣 . 来原良蔵に随行し長崎へ	 	 	 	  
1859（安政 6）   10.木戸孝允に随行し江戸へ . 安政の大獄．吉田松陰刑死 . 木戸らと遺体を引き取る	 	 	 	 	 	 	 	 	
1861（万延元）  3.桜田門外の変   
1862（文久 2）   1.坂下門外の変．12/12 英国公使館焼き打ちに参加．12/21 国学者塙次郎を暗殺	  
1863（文久 3）   1.すみ子と結婚．3.士籍を受ける .	 5.長州ファイブと英国へ密航留学． 
               5/10 長州藩、下関海峡で外国船砲撃  
1864（元治元）  6.井上馨と共に帰国．7.蛤御門の変（禁門の変） .第 2 次長州征伐．  
	 	 	 	 	 	 	  8．四国艦隊下関砲撃．12.功山寺挙兵  
1866（慶応 2）   1.薩長同盟．3.すみ子と離婚．4.梅子と結婚．6.第 2 次長州征伐 .  8.上海で汽船購入  
1867（慶応 3）   10.大政奉還．12.王政復古の大号令   
1868（明治元）  1.新政府外国事務掛. 鳥羽伏見の戦い．6.兵庫県知事 .  9.明治に改元 .書契問題  
1869（明治 2）	 6.版籍奉還. 7.新官制発布 .大蔵少輔 .  8.兼民部少輔  
1870（明治 3）   11.財政幣制調査のため渡米  
1871（明治 4）   5/9 帰国.	 5.新貨条例．7.廃藩置県．日清修好条規締結 .  9.工部大輔．  
	 	 	 	 	 	 	  11.岩倉使節団出発. 副使の一人として参加  
1872（明治 5）   2/12 大久保と一時帰国（〜6/17）  
1873（明治 6）   9/13 帰国 . 征韓論政争 .  10.西郷隆盛参議辞職．10/25 参議兼工部卿就任 .  
1874（明治 7）   2.佐賀の乱．5.台湾出兵．7.地方会議議長． 
1875（明治 8）   1.大阪会議．3.政体取締卿 .  5.琉球処分案決定 . 7.元老院開院 . 兼法務局長官．9.江華島事件  
1876（明治 9）   2. 日朝修好条規（江華島条約）．8.日朝通商章程 . 
1877（明治 10）  2.西南戦争勃発．5.木戸孝允病死．9/24 西郷自決．西南戦争終結   
1878（明治 11）  5.兼内務卿 . 仏国博覧会事務総裁 . 大久保利通暗殺される 
1879（明治 12）  3.琉球藩廃止、沖縄県設置  
1881（明治 14）  10/12 明治 14 年政変 . 国会開設の勅諭   
1882（明治 15）  3/14 憲法調査のため訪欧．7.壬午事変．8.済物浦条約   
1883（明治 16）  3.ロシア皇帝戴冠大礼特命全権大使 .	 8/3 帰国 
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1884（明治 17）  3.	制度取調局長兼宮内卿．7.華族令制定．12.甲申政変  
1885（明治 18）  1.漢城条約．2.全権大使として清国に派遣 .  4/18 天津条約.  
	 	 	 	 	 	 	  12.内閣制度創設 . 初代内閣総理大臣兼内大臣    
1886（明治 19）  2.各省官制制定．3.帝国大学創設   
1888（明治 21）  4.枢密院開設 . 首相辞任. 初代枢密院議長   
1889（明治 22）  2/11 大日本帝国憲法発布 .  9.防穀令事件  
1890（明治 23）  7.第 1 回衆議院総選挙 . 貴族院議員当選．11.第 1 回帝国議会．初代貴族院議長   
1891（明治 24）  5.大津事件 . 6.枢密院議長（2 回目）  
1892（明治 25）  8.第 2 次伊藤内閣   
1894（明治 27）  2.第 1 次甲午農民戦争 .  7.日英通商航海条約.  7〜95.5.甲午改革 .  8.日清戦争勃発 . 
	 	 	 	 	 	 	  10.第 2 次甲午農民戦争  
1895（明治 28）  4. 下関条約（日清講和条約） .三国干渉.  10.乙未事変(王妃殺害). 乙未改革  
1896（明治 29）  2.露館播遷．8.首相辞職  
1897（明治 30）  10.大韓帝国成立   
1898（明治 31）  1.第 3 次伊藤内閣 . 6.政党結成反対により首相辞職 .	 8〜11.清韓漫遊 
1899（明治 32）  4.全国遊説 .  7.改正条約施行 .  8.帝室制度調査局総裁  
1900（明治 33）  6〜8.義和団の乱．9.立憲政友会発会 . 初代総裁となる .  10.第 4 次伊藤内閣 .  
1901（明治 34）  5.首相辞表提出 .  7.関西遊説.  9.エール大名誉博士号授与のため渡米 .  12.日露協商交渉   
1902（明治 35）  1.日英同盟   
1903（明治 36）  7. 政友会総裁辞任、枢密院議長就任（3 度目）、帝室制度調査局総裁 
1904（明治 37）  2.日露戦争開戦 .日韓議定書 .  3.韓国皇帝に謁見 .  5.対韓方針・対韓施設綱領決定.  
               8.第 1 次日韓協約   
1905（明治 38）  4.韓国保護権確立を閣議決定 .  8.第 2 次日英同盟．9.ポーツマス条約 .  
               11.韓国皇室慰問のため渡韓 . 第 2 次日韓協約 .  12.韓国統監府設置.初代統監就任  
1906（明治 39）  1.枢密院顧問官 . 	 3.韓国統監として漢城入り .  7.宮禁令   
1907（明治 40）  6.内閣官制発表 .  7.ハーグ密使事件 . 高宗退位 . 第 3 次日韓協約 .  8.韓国軍解散 . 
               義兵運動激化 .  10.皇太子韓国訪問．12.韓国皇太子日本訪問. 同行し帰国 . 
1908（明治 41）  11.清国光緒帝、西太后死去   
1909（明治 42）  1.韓国皇帝の巡幸に同行 .  4.桂・小村に韓国併合を承認 .  6/14 統監辞任 . 枢密院議長   
               7/6 韓国併合の方針閣議決定 .  8.韓国皇太子と東北・北海道巡遊 . 
               10/26 ハルピン駅で安重根に暗殺される  
 
